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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （千円） 46,563,583 50,787,415 54,870,324 60,312,976 66,415,688 

経常利益 （千円） 1,514,478 2,274,906 2,683,638 2,655,685 2,115,424 

当期純利益 （千円） 616,818 1,013,226 1,469,454 1,070,592 1,044,769 

純資産額 （千円） 1,765,566 2,946,086 5,284,334 6,146,665 6,918,510 

総資産額 （千円） 29,808,096 29,656,303 28,687,007 28,447,592 29,477,726 

１株当たり純資産額 （円） 38,133.19 57,422.98 97,308.43 56,209.90 63,061.26 

１株当たり当期純利益金額 （円） 13,322.20 21,678.39 27,878.10 9,833.58 9,536.92 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
（円） ― ― 27,514.27 9,733.19 9,492.21 

自己資本比率 （％） 5.9 9.9 18.4 21.6 23.5 

自己資本利益率 （％） 42.7 43.0 35.7 18.7 16.0 

株価収益率 （倍） ― ― 15.39 24.51 9.23 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 3,595,628 2,095,577 991,579 333,560 831,571 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △1,831,005 276,093 △949,260 △1,542,029 △1,262,765 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 137,990 △1,911,368 △1,761,385 △589,295 △652,580 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
（千円） 16,272,976 16,690,108 14,965,830 13,211,827 12,603,138 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕 
（人） 

1,323 

〔2,722〕

1,381 

〔2,993〕

1,489 

〔 3,410〕

1,523 

〔3,529〕

1,745 

〔3,225〕



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高及び営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社は平成16年10

月７日に現在のジャスダック証券取引所に上場したため、第１期及び第２期については、期中平均株価が把

握できないため記載しておりません。 

３．株価収益率については、当社は平成16年10月７日に現在のジャスダック証券取引所に上場したため、第１期

及び第２期については、株価が把握できないため記載しておりません。 

４．平成17年９月20日付で１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、第４期の１株当たり当期純利益金

額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、期首に株式分割が行われたものとして計算しておりま

す。また、株価収益率及び配当性向は、当該１株当たり当期純利益金額により計算しております。 

５．従業員数は就業人員数であり、期間スタッフを含んでおりません。臨時雇用者数は、年間の平均人員を

〔 〕内に外数で記載しております。 

６．当社は平成14年８月１日設立のため、第１期の財務諸表は平成14年８月１日から平成15年３月31日までの８

ヶ月決算となっております。 

７．第５期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

営業収益                  （千円） 600,000 1,928,700 2,002,688 1,818,800 1,992,603 

経常利益                  （千円） 203,827 877,185 963,330 1,018,708 912,284 

当期純利益                （千円） 63,047 707,922 921,217 913,413 617,010 

資本金           （千円） 700,000 825,125 1,284,125 1,293,400 1,297,250 

発行済株式総数 （株） 46,300 51,305 54,305 109,352 109,660 

純資産額                  （千円） 1,053,239 2,011,412 3,805,157 4,471,008 4,818,269 

総資産額                  （千円） 1,947,519 8,987,129 10,487,051 10,919,806 11,571,095 

１株当たり純資産額 （円） 22,748.16 39,204.99 70,070.10 40,886.38 43,938.26 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当額） 
（円） 

― 

（―）

5,000 

（―）

5,000 

（―）

2,500 

(―) 

2,500 

(―) 

１株当たり当期純利益金額 （円） 1,361.72 15,146.28 17,477.08 8,389.87 5,632.23 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
（円） ― ― 17,248.99 8,304.21 5,605.82 

自己資本比率 （％） 54.1 22.4 36.3 40.9 41.6 

自己資本利益率 （％） 6.2 46.2 31.7 22.1 13.3 

株価収益率 （倍） ― ― 24.55 28.73 15.62 

配当性向 （％） ― 33.0 28.6 29.8 44.4 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕 
（人） 

10 

〔1〕

6 

〔2〕

6 

〔1〕

5 

〔1〕

9 

〔1〕



２【沿革】 

年月 事項 

昭和60年４月 
大阪市南区（現中央区）において、教育事業を目的として、株式会社教育未来社（現ヒューマン

アカデミー株式会社）（現・連結子会社）を設立 

昭和61年３月 株式会社教育未来社をザ・ヒューマン株式会社へ商号変更 

昭和61年６月 大阪市南区において、宅地建物取引業を目的として、ヒューマン・エステート株式会社を設立 

昭和63年２月 
大阪市北区において、人材派遣事業を目的として、ヒューマン・タッチ株式会社（現ヒューマン

リソシア株式会社）（現・連結子会社）を設立 

平成元年８月 
大阪市中央区において、ヒューマン・プランニング株式会社（現ヒューマンビジネスサービス株

式会社）（現・連結子会社）を設立 

平成８年５月 ヒューマン・エステート株式会社をヒューマン・サービス株式会社へ商号変更 

平成11年４月 ザ・ヒューマン株式会社は、神戸市北区において、介護事業を開始 

平成14年２月 
ザ・ヒューマン株式会社は、米国カリフォルニア州において、at human USA（現・連結子会社）

を設立 

平成14年５月 ヒューマン・プランニング株式会社をヒューマン・プランニングサービス株式会社へ商号変更 

平成14年８月 

ザ・ヒューマン株式会社及びヒューマン・タッチ株式会社の共同株式移転により,東京都新宿区

において、子会社に対する経営指導等を目的として、ヒューマンホールディングス株式会社（当

社）を設立 

平成15年３月 ヒューマン・サービス株式会社をヒューマンインターナショナル株式会社へ商号変更 

平成15年11月 

ザ・ヒューマン株式会社、ヒューマン・タッチ株式会社及びヒューマン・プランニングサービス

株式会社を、それぞれヒューマンアカデミー株式会社、ヒューマンリソシア株式会社及びヒュー

マンプランニングサービス株式会社に商号変更 

平成16年10月 当社は、日本証券業協会に店頭登録 

平成16年12月 当社は、日本証券業協会への店頭登録を取り消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年４月 
当社は、インターネットによる仕事情報の配信事業、人材紹介事業を目的とした株式会社ダイジ

ョブ（現・連結子会社）を買収 

平成17年５月 
ヒューマンプランニングサービス株式会社、ヒューマンインターナショナル株式会社を、それぞ

れヒューマンプランニング株式会社、ヒューマンビジネスサービス株式会社に商号変更 

平成17年６月 
当社は、エンジニアリングアウトソーシング事業を目的として、ヒューマンエンジニアリング株

式会社を設立 

平成17年６月 
  

当社子会社のヒューマンプランニング株式会社は、スポーツエンターテインメント事業を目的と

して、ヒューマンスポーツエンタテインメント株式会社（現・連結子会社）を設立 

平成17年11月 
  

ヒューマンビジネスサービス株式会社、ヒューマンプランニング株式会社を、それぞれヒューマ

ンプランニング株式会社、ヒューマンビジネスサービス株式会社に商号変更 

平成18年５月 
  

当社は、コスメティック関連事業を目的として、ダッシングディバインターナショナル株式会社

（現・連結子会社）を設立 

平成18年12月 ヒューマンリソシア株式会社は、ヒューマンエンジニアリング株式会社を吸収合併 

平成19年３月 ヒューマンビジネスサービス株式会社は、ヒューマンプランニング株式会社を吸収合併 



３【事業の内容】 

当社は、純粋持ち株会社であり、事業間のシナジー効果を引き出すべく、子会社に対する経営指導、管理及びこれ

に付帯する業務を重要な事業内容としております。 

(1) 人材関連事業  

人材関連事業については、ヒューマンリソシア株式会社、株式会社ダイジョブで行っております。 

なお、ヒューマンリソシア株式会社（連結子会社）は、平成18年12月1日をもって、ヒューマンエンジニアリン

グ株式会社（連結子会社）を吸収合併いたしました。 

(2) 教育事業 

教育事業については、ヒューマンアカデミー株式会社、at human USAで行っております。 

(3) 介護事業 

介護事業については、ヒューマンリソシア株式会社で行っております。 

(4) その他の事業 

その他の事業については、ヒューマンビジネスサービス株式会社、ヒューマンスポーツエンタテインメント株式

会社での取り組みに加えまして、当社は、平成18年５月10日に、コスメティック関連事業への進出を目的として、

ダッシングディバインターナショナル株式会社を設立いたしました。また、Human I.K.株式会社は、重要性が増し

たため、当連結会計年度より連結子会社となりました。 

なお、ヒューマンビジネスサービス株式会社（連結子会社）は、平成19年３月15日をもって、ヒューマンプラン

ニング株式会社（連結子会社）を吸収合併いたしました。 

当社及び関係会社の事業に係る位置づけは、次のとおりであります（平成19年３月31日現在） 

(注)１．当連結会計年度より、「人材関連事業」と「教育事業」との記載順序を変更しております（以下同じ）。 

 ２．連結子会社であるＨＧ第一号投資事業有限責任組合は、事業の種類別セグメント上「全社」であるため、記載

を省略しております。 

 ３．非連結子会社であるヒューマックス株式会社、上海修曼人才有限公司、

Australian Language Institute Pty Ltd及び天津修曼人才教育諮詢有限公司は、記載を省略しております。 

 ４．ヒューマンアカデミー株式会社は、平成19年４月13日に、Human International USA,Co.Ltd.（非連結子会社）

を設立いたしました。また、当社は、平成19年６月11日に、ヒューマンエヌディー株式会社（非連結子会社）

を設立いたしました。 

事業の種類別セグメント 主な事業の内容 会社名 

人材関連事業 

人材派遣事業 ヒューマンリソシア株式会社（連結子会社） 

 業務受託事業  株式会社ダイジョブ（連結子会社） 

 人材紹介事業   

教育事業 
社会人教育事業 ヒューマンアカデミー株式会社（連結子会社） 

全日制教育事業  at human USA（連結子会社） 

介護事業 

訪問介護サービス事業 ヒューマンリソシア株式会社（連結子会社） 

デイサービス事業   

グループホーム事業   

居宅介護支援事業   

その他の事業 

事務管理受託業務 ヒューマンビジネスサービス株式会社（連結子会社） 

広告関連業務 ヒューマンスポーツエンタテインメント株式会社（連結子会社）  

不動産関連業務 ダッシングディバインターナショナル株式会社（連結子会社） 

旅行代理店業務 Human I.K.株式会社（連結子会社） 

損害保険代理店業   

スポーツエンターテインメント事業   

コスメティック関連事業   

フランチャイズ事業   



 以上の内容を事業系統図によって示すと、次のとおりであります（平成19年３月31日現在）。 

（注）この他、at human USAは米国において教育事業を、Human I.K.株式会社は韓国においてフランチャイズ事業を、

ＨＧ第一号投資事業有限責任組合は投資事業を営んでおります。 

 



４【関係会社の状況】 

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で、内数であります。 

３．ヒューマンアカデミー株式会社、ヒューマンリソシア株式会社、ＨＧ第一号投資事業有限責任組合、ヒューマ

ンスポーツエンタテインメント株式会社及びat human USAは、特定子会社に該当します。 

４．ヒューマンアカデミー株式会社及びヒューマンリソシア株式会社は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を

除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 

議決権
の所有
割合
（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

ヒューマンアカデミー株式会社 東京都新宿区 100,000 教育事業 100.0 
経営管理 

 役員の兼任４名 

ヒューマンリソシア株式会社 東京都新宿区 145,395 
人材関連事業 

介護事業 
100.0 

経営管理 

 役員の兼任４名 

ヒューマンビジネスサービス株式

会社 
東京都新宿区 80,000 その他の事業 100.0 

経営管理 

 役員の兼任４名 

株式会社ダイジョブ 東京都港区 64,000 人材関連事業 100.0 
 経営管理 

役員の兼任２名 

ＨＧ第一号投資事業有限責任組合 東京都渋谷区 700,000 全社 99.0 ― 

ヒューマンスポーツエンタテイン

メント株式会社 
大阪市中央区 50,000 その他の事業  

100.0 

 (100.0) 
役員の兼任２名 

ダッシングディバインターナショ

ナル株式会社 
東京都港区 100,000 その他の事業 100.0 経営管理 

at human USA 
米国カリフォ

ルニア州 

2,200 

千US$ 
教育事業 

100.0 

(100.0) 
役員の兼任３名 

Human I.K.株式会社 韓国ソウル市 
400,000 

千KRW 
その他の事業  

100.0 

(100.0) 
役員の兼任１名 

        （単位：千円）

    ヒューマンアカデミー㈱   ヒューマンリソシア㈱ 

主要な損益情報等 (1）売上高 17,431,959   47,864,438

  (2）経常利益 181,620   1,918,443

  (3）当期純利益 95,560   1,235,559

  (4）純資産額 639,494   2,565,925

  (5）総資産額 13,897,011   10,013,652



５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員数（常勤講師及び常勤介護スタッフを含む。）であり、期間スタッフを含んでおりませ

ん。 

２．臨時雇用者数（非常勤講師、パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員等を含む。）は、年間の平均人員

を（ ）内に外数で記載しております。 

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している従

業員であります。 

４．前連結会計年度末に比べ従業員数が222名増加しておりますが、これは主に業容の拡大による採用の増加によ

るものであります。 

(2) 提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員数であります。 

２．臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（ ）内に外

数で記載しております。 

３．平均勤続年数は、当社及び子会社への入社日を起算日としております。 

４．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

人材関連事業 617 (132) 

教育事業 705 (2,121) 

介護事業 214 (880) 

その他の事業 200 (91) 

全社（共通） 9 (1) 

合計 1,745 (3,225) 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

9(1) 42.3 9.5 7,643,498 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、個人消費の伸びが鈍化しているものの、企業収益の改善を背景とした

設備投資の増加や雇用の改善が見られ、緩やかな回復基調で推移いたしました。 

当社グループは、当社を純粋持ち株会社として、人々の生き方・働き方をサポートし、社会に対して人材を送り

出していく会社を目指して、主に人材関連事業、教育事業及び介護事業を展開しております。 

当社グループを取り巻く事業環境は、人材関連事業におきましては、依然として企業からの人材需要は強く、マ

ーケットは拡大傾向にありますが、異業種からの新規参入や労働市場での正社員化が進んでいることなどから需要

に見合った登録者の確保が難しくなっており、各社とも差別化が課題となっております。 

教育事業におきましては、生き方や働き方が多様化する中、高度化・専門化した教育ニーズが高まっておりま

す。その一方では、競争激化に伴い業界内で淘汰の動きが見られます。 

介護事業におきましては、介護サービスの利用者の増加や同サービスの認知度の向上に伴い市場が拡大する一方

で、新規参入の増加により競争は激化しております。 

このような状況において、当社グループは、当期を「ビジネスモデルの強化・育成の期」と位置づけ、既存事業

の拡大と新規事業の展開を積極的に推進いたしました。 

既存事業の主な取り組みとしては、人材関連事業における営業体制の強化による業容の拡大と、教育事業におけ

る経営効率の改善に努めました。 

新規事業の取り組みとしては、ネイルサロンの運営によるコスメティック関連事業に進出いたしました。 

また、グループ全体の経営効率の向上を目指して、子会社の一部再編を行いました。 

以上の結果としまして、当連結会計年度における業績は、売上高につきましては人材関連事業の伸びにより前期

比10.1％増の66,415百万円となりました。しかしながら、利益面では、教育事業における売上の減少により、経常

利益は前期比20.3％減の2,115百万円、当期純利益は前期比2.4％減の1,044百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、売上高につきましては、「第５ 経理の状況

１ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項 セグメント情報 事業の種類別セグメント情報」をご覧くだ

さい。 

①  人材派遣事業 

人材派遣事業におきましては、大手企業グループへの営業体制の強化を図るとともに、教育事業との連携によ

る専門性の高い職種に対する営業を推進いたしました。この結果、職種別の成約としては、既存の主力職種であ

るCAD・CATIAオペレータ、一般事務、営業事務等が着実に増加したほか、専門性の高い職種として注力している

機械設計、接客販売、医療・福祉関連等が顕著に増加いたしました。 

登録者の確保に向けては、TVCM等による認知度向上、インターネット経由での登録促進、求人情報サイトの充

実、教育事業の修了生のスタッフ登録促進等を実施いたしました。 

事業所の展開につきましては、需要の増加に対応するため、金沢支社（石川県）を新規開設いたしました。ま

た、技術者の採用や営業活動の効率化を図るために、子会社のヒューマンリソシア株式会社とヒューマンエンジ

ニアリング株式会社が合併し、名古屋市、大阪市、福岡市において支社の統合を行いました。 

業務受託事業におきましては、行政関連の各種業務の受託に努めました。 

人材紹介事業におきましては、営業体制の強化に努め、紹介予定派遣やエグゼクティブ層（経営幹部層）の転

職支援に積極的に取り組みました。 

この結果、売上高は前期比20.0%増の45,377百万円、営業利益は前期比31.9%増の1,738百万円となりました。 

② 教育事業 

社会人教育事業におきましては、高度化・専門化するニーズに応えるため、新規講座の開発と既存講座のリニ

ューアルに継続して取り組んでまいりました。主な新規講座として、「フライトアテンダント講座」を開講し、

既存講座として、「癒し」、「健康」、「きれい」をキーワードとする新規成長産業に対応する職種に関わる

「フードアナリスト講座」、「ネイリスト講座」等のラインナップを充実いたしました。 

校舎の新設につきましては、小規模拠点として草津校(滋賀県)及び柏校(千葉県)、「セルフ・コンディショニ

ング・スタジオ」（ピラティスやヨガ等のエクササイズ系、リラクゼーション系等の自分を高めるプログラム）

として京都スタジオ（京都府）及び三宮スタジオ（兵庫県）等を開校いたしました。 

全日制教育事業におきましては、主な新規講座として、バスケットボールの選手やコーチ・トレーナ等のスタ

ッフを養成するカレッジを開講いたしました。また、主に小中高生を対象としたダンス講座等18歳以下を対象と

した商品ラインナップの充実等、対象年齢層の拡大にも努めました。 

費用面では、前期に実施した不採算校舎の統廃合による経費削減、広告宣伝費の見直し等に努めました。 



しかしながら、社会人教育事業において、前期に実施した不採算校舎の統廃合による教室面積の削減に伴う定

員削減と、教育訓練給付制度施行以降に増加した新規参入者との競争の激化により、受講生数が減少いたしまし

た。また、全日制教育事業において、特に総合学園ヒューマンアカデミーで大学と競合するカレッジの新入生数

が減少したことにより、全日制教育事業の在校生数が減少いたしました。 

この結果、売上高は前期比11.0%減の17,568百万円、営業利益は前期比96.6%減の27百万円となりました。 

  

③ 介護事業 

介護事業におきましては、事業所の新設により利用者数は順調に増加いたしました。また、ケアマネジャー

（介護支援専門員）によるケアプラン作成の増加により、居宅介護支援事業の売上が増加いたしました。 

事業所の展開につきましては、デイサービスステーションとして、あじさいの湯（千葉県）、豊橋の湯（愛知

県）、八尾の湯（大阪府）、西公園の湯（福岡県）をはじめ８ヶ所、小規模多機能センターとして、大野城の宿

（福岡県）を新規開設いたしました。 

登録者の確保に向けて、教育事業のホームヘルパー（訪問介護員）講座の修了生の登録を促進いたしました。

この結果、売上高は前期比13.3%増の2,675百万円となりましたが、新規開設事業所の初期費用が発生したた

め、営業利益は前期比53.8%減の35百万円となりました。 

④ その他の事業 

プロバスケットボールチーム「大阪エヴェッサ」の運営におきましては、法人向けの営業活動の強化や招待・

優待チケットの配布等の観客増員に向けた企画を推進したことにより、スポンサー契約、チケットの販売が増加

いたしました。 

新規事業としては、教育事業とのシナジー効果が期待できる「癒し」、「健康」、「きれい」をキーワードと

した新規成長産業に対応する取り組みの一環として、ネイル・美容業界での需要の高まりに対応するために、ダ

ッシングディバインターナショナル株式会社を設立し、ネイルサロンの運営を開始いたしました。また、日本プ

ロバスケットボールリーグ「bjリーグ」の全試合をインターネットで中継するバスケットボール総合サイト

「basketball japan tv」の運営や介護事業に関する不動産賃貸事業を開始いたしました。 

事務管理受託業務におきましては、シェアードサービスの一本化を図るために、子会社のヒューマンビジネス

サービス株式会社とヒューマンプランニング株式会社が合併し、グループの業務の効率化を推進いたしました。

この結果、売上高は前期比97.2%増の794百万円となりましたが、新規事業の立ち上げ費用が先行したことによ

り、営業利益は前期比39.5%減の130百万円となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、新規連結に伴う増加額474百万

円を合わせて、前連結会計年度末に比べ608百万円減少し、12,603百万円となりました。 

当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、以下のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、831百万円となりました。これは主に、前受金の減少額

が1,499百万円、法人税等の支払額が1,180百万円あったものの、税金等調整前当期純利益が1,979百万円、未払金

の増加額が1,772百万円あったことによるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、1,262百万円となりました。これは主に、拠点の新設及

び業務システム開発等への設備投資が1,096百万円あったことによるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、652百万円となりました。これは主に、長期借入により

1,000百万円を調達しましたが、借入金の約定返済が1,386百万円、配当金の支払額が273百万円あったことによる

ものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）提供能力 

人材関連事業における派遣労働者の登録者数は、次のとおりであります。 

(注)減少数につきましては、当連結会計期間において、稼働見込みのない登録派遣スタッフの登録を抹消したもので

あります。 

教育事業における受講生を収容できる教室数及び収容座席数は、次のとおりであります。 

  

(2）受注状況 

該当事項はありません。 

平成18年３月31日現在 

（人） 
増加数（人） 減少数（人） 

平成19年３月31日現在 

（人） 

250,075 80,086 2,990 327,171 

  平成18年３月31日現在 平成19年３月31日現在 

  教室数(室) 収容座席数(席) 教室数(室) 収容座席数(席) 

北海道・東北地区 46 988 45 981 

関 東 地 区 196 4,348 211 4,492 

中 部 地 区 61 1,165 59 1,141 

近 畿 地 区 174 3,657 176 3,736 

中国・四国地区 41 592 41 583 

九州・沖縄地区 71 1,135 74 1,224 

海外(USA) 10 177 10 177 

合計 599 12,062 616 12,334 



(3）販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．記載している金額につきましては、消費税等は含んでおりません。 

２．当連結会計年度より、介護事業におきましては、区分掲記をしておりません。なお、前連結会計年度と同区分

では、訪問介護サービス事業470,322千円、デイサービス事業507,737千円、併設型事業1,497,307千円、その

他附帯事業199,710千円であります。 

 人材関連事業における派遣スタッフ及び期間スタッフの月平均稼働人数（平成18年４月～平成19年３月）は、

次のとおりであります。 

 教育事業における受講生の月平均人数（平成18年４月～平成19年３月）は、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日  

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日  

至 平成19年３月31日） 
対前年比 

（％） 

販売高（千円） 構成比（％） 販売高（千円） 構成比（％） 

人材関連事業           

人材派遣事業 35,310,661 58.6 43,194,760 65.0 122.3 

業務受託事業 1,519,495 2.5 976,676 1.5 64.3 

人材紹介事業 965,517 1.6 1,199,484 1.8 124.2 

その他附帯事業 10,056 0.0 6,818 0.0 67.8 

小計 37,805,730 62.7 45,377,739 68.3 120.0 

教育事業           

社会人教育事業 11,363,659 18.8 9,660,131 14.6 85.0 

全日制教育事業 8,380,714 13.9 7,908,515 11.9 94.4 

小計 19,744,374 32.7 17,568,646 26.5 89.0 

介護事業           

訪問介護サービス事業 497,795 0.8 ― ― ― 

デイサービス事業 348,422 0.6 ― ― ― 

併設型事業 1,434,488 2.4 ― ― ― 

その他附帯事業 79,481 0.1 ― ― ― 

介護事業 ― ― 2,675,078 4.0 ― 

小計 2,360,187 3.9 2,675,078 4.0 113.3 

その他の事業 402,683 0.7 794,222 1.2 197.2 

合計 60,312,976 100.0 66,415,688 100.0 110.1 

月平均稼働スタッフ数 

15,015人 

月平均受講生数 

24,686人 



３【対処すべき課題】 

当社グループは、成長局面にある事業分野にて発生する人材不足に着目し、必要となる人材を養成し、社会への

橋渡しを行っていくことを基本的な事業スキームとしております。今後とも人材関連事業及び新規事業における売

上の拡大と教育事業における利益率の向上に努めてまいります。そして、拡大するビジネスチャンスに果敢に取り

組むとともに、経営環境の変化に機敏に対応して、積極的に事業展開してまいります。 

この事業展開に対応すべく、当社は、純粋持ち株会社として、下記の４点を基本戦略として取り組んでまいりま

す。 

第一に、グループガバナンスの強化と経営の最適化を進めてまいります。当社は、純粋持ち株会社として、子会

社間のシナジー効果を引き出しグループ全体の価値を高めることを重視したグループガバナンスの強化に努めてま

いります。また、グループの経営方針を子会社に提示し、子会社からは事業の状況の報告を受けて、必要に応じて

事業再編等を行ってまいります。一方、ブランディング活動として、「SELFing」の浸透によるカウンセリング体

制の強化や、グループシナジーと子会社の認知度の向上を意図した広告プロモーションを推進してまいります。 

第二に、グループシナジー効果を高める新規成長市場への参入に積極的に取り組んでまいります。現在取り組ん

でいる「癒し」、「健康」、「きれい」という切り口での新規事業への取り組みや事業提携等を進めながら、教育

事業においてはそうした事業で働く人材を養成、輩出していくことによりグループシナジーの強化に努めてまいり

ます。また、ＨＧ第一号投資事業有限責任組合は、当社グループの経営戦略に沿う有望な投資案件への投資を行っ

てまいります。さらに、当社グループ内で「ヒューマンアントレプレナーインキュベーション制度」（社内起業制

度）を導入しており、従業員からの新しいアイデアを積極的に事業化していく所存であります。 

第三に、経営管理システムの強化に努めてまいります。当社グループにおきましては、四半期連結決算体制を構

築しており、今後も正確かつ迅速な開示に努めてまいります。また、新規事業、事業提携等を機動的に行える体制

の充実も図ってまいります。さらに、法令等の改正にも柔軟に対応できるコンプライアンス体制の強化に努めてま

いります。 

第四に、海外事業の展開強化を図ってまいります。海外現地法人におきまして、国内の語学関連事業に関連し、

今後活性化が予想される国際人材移動ビジネスの足がかりとして、引き続き語学教育や職業訓練教育の提供を進め

てまいります。 

事業の種類別セグメント別の主な取り組みの内容は、次のとおりであります。 

①  人材関連事業 

人材関連事業におきましては、地域ごとのワンストップソリューション体制の整備、大手企業グループへの営

業体制の強化に努めてまいります。 

人材派遣におきましては、主力職種であるCAD分野、技術者を中心とする特定派遣分野への取り組みをさらに

強化いたします。また、契約更新率の向上のため、顧客企業のフォロー体制の充実にも努めてまいります。 

人材紹介におきましては、金融、建設等の人材ニーズの増加している分野に特化した営業体制と紹介予定派遣

への取り組みを強化してまいります。 

登録者の確保に向けては、登録センターの拡充を図り、キャリアアップを目的としたセミナーの全国的な展開

を推進してまいります。また、企業と登録者のマッチング率向上のための体制を一層充実してまいります。 

②  教育事業 

教育事業におきましては、経営効率の向上及び商品開発に努めてまいります。 

経営効率の向上としては、地域ごとに拠点の統廃合を図り、ローコストオペレ－ションを再徹底し、経営資源

の効率的な活用を推進してまいります。 

商品開発としては、社会人教育事業におきましては、「癒し」、「健康」、「きれい」をキーワードにした講

座や人材関連事業からのニーズに対応した講座の開発のほか、法人（企業・行政・教育機関等）向け商品内容の

充実にも注力してまいります。また、全日制教育事業におきましては、対象年齢層の拡大に向けての商品開発に

努めてまいります。 

顧客満足度を一層向上させるために、コミュニティサイト「コトパラ」（ソーシャル・ネットワーキング・サ

ービス）の活用による受講生、講師、従業員間の情報共有、「お客様相談センター」の体制等を一層充実してま

いります。 



③  介護事業 

介護事業におきましては、訪問介護ステーションとデイサービスステーションの併設を拠点展開の基本とし

て、既存拠点からのドミナント展開（地域集中出店）を進めてまいります。これに加えて、有料老人ホーム事業

への参入、グループホームの新設も進めてまいります。 

ケアマネジャー・ホームヘルパー等の確保に向けて、ケアマネジャーの採用を積極的に行うとともに、教育事

業のホームヘルパー講座の修了生の登録促進に努めてまいります。 

④  その他の事業 

スポーツエンターテインメント事業におきましては、引き続き法人向けの営業活動の強化と観客増員に向けた

企画を積極的に推進することにより、スポンサー契約、チケットの販売の増加に努めてまいります。 

コスメティック関連事業におきましては、教育事業との連携によりネイリストの養成、確保を図り、事業の拡

大に努めてまいります。 

事務管理受託業務におきましては、グループの業務の効率化を引き続き推進してまいります。 



４【事業等のリスク】 

当社グループの事業展開に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

る事項を記載しております。また、必ずしもリスク要因に該当しない事項についても、投資者の投資判断上、重要

であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から開示しております。 

当社は、これらのリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であ

ります。 

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月29日）現在において、当社グループが

判断したものであります。 

①  当社の収益及び当社が支払う配当について 

当社は、子会社から受け取る経営管理料（経営指導料及び商標管理料）並びに受取配当金を収益として計上し

ており、この経営管理料は、当該項目に関わる当社の運営費用相当額をまかなうものであります。 

 当社の支払う配当は、子会社からの配当を原資としておりますので、子会社が十分な利益を計上することがで

きず、当社に対して配当を支払えない状況が生じた場合には、当社は配当を支払えなくなる可能性があります。

②  海外事業における損失について 

当社グループにおける海外事業は、その事業展開によって国内事業とのシナジー効果を創出することを目論ん

でおります。しかしながら、海外現地法人は、いずれも業歴が浅く、黒字化には至っておりません。今後とも、

営業体制を強化してまいりますが、現地の景気悪化、競合他社との競争激化に加えてテロ事件等の不測の事態が

発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③  法的規制等について 

当社グループの事業の中には、行政、政府機関等の許可または指定を受けているものがあります。 また、消

費者契約法やその他の一般的な法規制の適用も受けております。 

これらについて、当局による法改正がなされた場合、あるいは万一これらの規制に抵触する事態が生じた場合

には、当社グループの事業活動が制限される可能性があります。 

(a)  人材派遣について 

人材派遣事業におきましては、労働者派遣法にもとづき、「一般労働者派遣事業」については厚生労働大臣

に許可を受け、また、「特定労働者派遣事業」については厚生労働大臣に届出をし、人材の派遣を行っており

ます。労働者派遣法には、労働者派遣事業の適正な運営を確保するために、欠格事由が定められております。

当社グループは、法令遵守の徹底に努めておりますが、法令違反等が発生して欠格事由に該当した場合に

は、事業許可や届出の取消、または事業の停止等が命じられることがあり、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

(b)  人材紹介について 

人材紹介事業におきましては、職業安定法にもとづき、「有料職業紹介事業」については厚生労働大臣に許

可を受け、人材の紹介を行っております。職業安定法には、人材紹介事業の適正な運営を確保するために、欠

格事由が定められております。 

当社グループは、法令遵守の徹底に努めておりますが、法令違反等が発生して許可基準等が満たされない場

合には、事業許可の取消等が命じられることがあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(c)  教育訓練給付制度 

社会人教育事業におきましては、政府が行う補助金制度の変更によって影響を受ける場合があります。この

ような制度の中には、例えば厚生労働省が管轄する教育訓練給付制度があります。同制度を利用すると、受講

する本人はいったん授業料の全額を支払い、講座修了後に、一定の条件を満たしている場合にハローワーク

（公共職業安定所）から給付金を受け取ることができます。 

 平成15年５月より給付制度が変更され、給付金上限については従来の30万円から20万円に、各講座価格に占

める給付割合の上限は80%から40％に、それぞれ減額されたことに伴い、平成15年４月までに駆け込み需要

（講座申込み）が発生いたしました。 

 社会人教育事業におきましては、総申込数に対する同制度の利用比率は10％程度まで低下しておりますが、

今後もこの補助金制度等が変更される場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 



(d)  介護保険法 

介護事業におきましては、介護保険法にもとづき、訪問介護・通所介護等は「居宅介護事業」、グループホ

ーム事業は「認知症対応型共同生活介護」、居宅サービス計画（ケアプラン）の作成は「居宅介護支援事業」

の指定を都道府県知事より受け、介護サービスを提供しております。 

 厚生労働省令において、従業者の資格要件及び人員数要件、設備等の必要要件やサービス区分、介護報酬等

についても詳細に規定されており、通常の事業活動よりも相対的に強い制約を受けているため、事業の発展に

影響を及ぼす可能性があります。 

(e)  規制変更のリスク 

当社グループの各事業は、現時点の規制に従って業務を遂行しております。将来における法令等の変更及び

その影響は現段階では不明でありますが、規制が新設または強化される場合には、当社グループの事業活動に

影響を与える可能性があります。 

例えば、介護保険制度の場合、５年をめどに制度全般を見直すことになっており、その変更内容によって

は、介護事業者の採算性に影響を及ぼす可能性があります。 

今後このような規制変更等が行われた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

④  業績及びキャッシュフローの季節変動要因について 

教育事業におきましては、原則として受講申込み時に入学金及び受講料の全額を前納していただくこととして

おります。受領した授業料は、いったん全額を前受金として計上し、受講期間（役務提供期間）にわたって売上

に振り替えております。また、入学金は、開講月に一括して売上に計上しております。 

主に高校卒業生が入学する全日制教育におきましては、原則４月の入学または進級とし、社会人教育におきま

しても社会慣習的に４月に開講する講座が多くなっております。このため、教育事業における売上は、上半期が

相対的に高く、下半期が低くなる傾向があります。 

４月に開講する講座の申込みは、１月から３月に集中するため、営業活動によるキャッシュ・フローは、下半

期に相対的に高くなる傾向があります。 

従いまして、半期業績及びキャッシュ・フローのみからでは、当社グループが十分な利益または資金を得るこ

とができるかどうかの判断資料としては不十分な面があると考えられます。 

⑤  人員の確保について 

(a)  講師の確保について 

教育事業におきましては、業界直結型の講座を展開しているため、業界の第一線で活躍する人物に講師を依

頼することを原則としております。そして、社会的ニーズの高い講座を開発するよう努めておりますが、専門

性の高い講座については、講師として教授できる人物の確保が困難な場合があります。また、社会的ニーズが

高いがゆえに実務家が本業に専念されがちであることなどにより、講師給が比較的高くなる可能性もしくは講

師の確保ができずに開講できない可能性もあります。このようなことが多発する場合には、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

(b)  派遣スタッフの確保について 

人材派遣事業におきましては、顧客企業の依頼に応じて迅速に登録派遣労働者をマッチングさせることが重

要であり、事業の性質上、派遣スタッフの確保が非常に重要であります。 

教育事業との連携による専門知識を身に付けた教育事業の修了生にスタッフ登録への働きかけを行うなどし

て、専門特化型派遣に注力しておりますが、特に専門性の高い技術者については、必ずしも適時に確保できる

保証がありません。このようなことが多発する場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(c)  介護スタッフの確保について 

介護保険法の施行以来、介護業界における介護スタッフの確保が事業展開のカギとなっております。 

 当社グループを含めて介護事業者各社ともホームヘルパー講座を開講し、介護スタッフの養成及び確保に努

めております。 

しかしながら、適時に介護スタッフを確保できないことが多発する場合には、今後の事業展開及び利用者数

拡大の制約となり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 



⑥  社員の定着について 

当社グループの社員層は若い年齢層に集中しており、将来のキャリアパスを明示しにくいという課題がありま

す。 

これに対し社内公募制度や社内起業制度をさらに浸透させるなど、社員自身が主体的に自らのキャリアパスを

描き実現できる人事施策をより重点的に行うことによって、グループ横断でのキャリアアップモデルを構築し優

秀な人材の定着率向上に努めてまいります。また、体系的な教育研修の継続や社員の能力・業績成果に対して応

分に報いる評価制度を充実させることにより、社員育成と社員のやりがいをバックアップする施策の充実を図り

ます。 

しかしながら、一定の離職率が継続する場合には、当社グループの人材・ノウハウが社外に流出することにな

り、当社グループの今後の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦  個人情報の取扱いについて 

当社グループにおきましては、教育事業における受講生の個人情報、人材関連事業における派遣スタッフ等の

個人情報、介護事業における利用者の個人情報を取り扱っております。 

当社及びグループ各社は、個人情報を適切に取扱い、その安全性を確保することを目的として、「プライバシ

ーマーク」（認定機関 財団法人日本情報処理開発協会）の認証を取得しており、個人情報の収集・管理にあた

っては所要の対策を講じております。 

しかしながら、何らかの原因により個人情報が流出した場合には、当社グループに対する信用を失うこととな

り、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑧  事業投資について 

当社グル－プは、グループシナジー効果を高めながら既存事業の周辺分野への展開を図っていくために、今後

とも新規事業、事業提携等を積極的に進めていく所存であります。 

これらの投資した事業が、当初予定した成果を上げることができない場合には、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

⑨  固定資産の減損について 

「固定資産の減損に係る会計基準」の適用により、当社グループの事業用の資産及び遊休資産に、減損損失の

認識をすべきであると判定された場合は、帳簿価額から回収可能価額までを減損損失として計上することとなる

ため、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。  



５【経営上の重要な契約等】 

(1) ヒューマンリソシア株式会社とヒューマンエンジニアリング株式会社との合併 

① 合併の目的 

ヒューマンリソシア株式会社は、同社の規模・知名度・信用力を活用し、技術者の採用や営業の効率化を図

ることを目的として、平成18年12月１日付でヒューマンエンジニアリング株式会社を吸収合併いたしました。

② 合併の方法 

ヒューマンリソシア株式会社を存続会社とし、ヒューマンエンジニアリング株式会社を消滅会社とする吸収

合併であります。 

③ 合併期日 

平成18年12月１日 

④ 合併に際して発行する株式及び割当 

当社に対して、ヒューマンリソシア株式会社は、ヒューマンエンジニアリング株式会社の普通株式3,600株

につき、同社普通株式１株を割当交付いたしました。 

⑤ 合併比率の算定根拠 

ヒューマンリソシア株式会社とヒューマンエンジニアリング株式会社は、いずれも当社の100％の子会社で

あったため、合併比率の取り決めはしておりませんが、１株当たりの株主資本額の調整のため新株式を発行い

たしました。 

⑥  引継資産・負債の状況 

合併期日において、ヒューマンリソシア株式会社は、ヒューマンエンジニアリング株式会社の資産・負債及

び権利関係の一切を引継ぎます。なお、ヒューマンリソシア株式会社が引継いだ資産・負債の状況は、次のと

おりであります。 

（注）両社の債権・債務は相殺消去済みであります。 

⑦  合併後のヒューマンリソシア株式会社の概要 

  

(2) ヒューマンビジネスサービス株式会社とヒューマンプランニング株式会社との合併 

①  合併の目的 

ヒューマンビジネスサービス株式会社は、同社の事務管理受託業務とヒューマンプランニング株式会社の広

告関連業務を当社グループのシェアードサービスとして一本化することで、経営の効率化を図ることを目的と

して、平成19年３月15日付でヒューマンプランニング株式会社を吸収合併いたしました。 

②  合併の方法 

ヒューマンビジネスサービス株式会社を存続会社とし、ヒューマンプランニング株式会社を消滅会社とする

吸収合併であります。 

③  合併期日 

平成19年３月15日 

資産 金額（千円） 負債 金額（千円） 

流動資産 45,191 流動負債 83,925 

固定資産 60,360 固定負債 150,000 

資産合計 105,552 負債合計 233,925 

住所 東京都新宿区西新宿六丁目６番２号 

代表者の氏名 代表取締役 桑原 加鶴子 

資本金 145,395千円 

事業の内容 人材派遣、特定派遣、人材紹介、業務受託、介護の各事業 



④  合併に際して発行する株式及び割当 

当社に対して、ヒューマンビジネスサービス株式会社は、ヒューマンプランニング株式会社の普通株式400

株につき、同社普通株式200株を割当交付いたしました。 

⑤  合併比率の算定根拠 

ヒューマンビジネスサービス株式会社とヒューマンプランニング株式会社は、いずれも当社の100％の子会

社であったため、合併比率の取り決めはしておりません。 

⑥  引継資産・負債の状況 

合併期日において、ヒューマンビジネスサービス株式会社は、ヒューマンプランニング株式会社の資産・負

債及び権利関係の一切を引継ぎます。なお、ヒューマンビジネスサービス株式会社が引継いだ資産・負債の状

況は、次のとおりであります。 

（注）両社の債権・債務は相殺消去済みであります。 

⑦  合併後のヒューマンビジネスサービス株式会社の概要 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

資産 金額（千円） 負債 金額（千円） 

流動資産 88,523 流動負債 73,076 

固定資産 160,271 固定負債 216,132 

資産合計 248,794 負債合計 289,209 

住所 東京都新宿区西新宿六丁目６番２号 

代表者の氏名 代表取締役 山内 敏夫 

資本金 80,000千円 

事業の内容 
事務管理受託業務、広告関連業務、不動産関連業務、旅行代理店業務、損害保険代理店

業 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月29日）現在において、当社グループが判断した

ものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に当たり、見積りが必要となる事項につきましては、合理的な基準に基づき、

会計上の見積りを行っております。 

 詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項」に記載しております。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

当連結会計年度の売上高は66,415百万円となり、前連結会計年度の60,312百万円から6,102百万円（前期比

10.1％）増加いたしました。教育事業におきましては受講生の減少により売上が減少いたしましたが、人材関連

事業、介護事業及びその他の事業において売上が増加したことにより、全体では増加となりました。 

② 営業利益 

当連結会計年度の営業利益は2,026百万円となり、前連結会計年度の2,662百万円から636百万円（前期比

23.9％）減少いたしました。人材関連事業におきましては増益となりましたが、教育事業での大幅な減益、その

他の事業における新規事業の先行費用及び介護事業の減益によりまして、全体としては減益となりました。また

売上高営業利益率は、前連結会計年度から1.3ポイント低下して3.1％となりました。 

③ 経常利益 

当連結会計年度の経常利益は2,115百万円となり、前連結会計年度の2,655百万円から540百万円（前期比

20.3％）減少いたしました。 

④ 当期純利益 

当連結会計年度の当期純利益は1,044百万円となり、前連結会計年度の1,070百万円から25百万円（前期比

2.4％）減少いたしました。経常利益と比較し減少幅が小さくなっておりますが、これは主に、法人税等の負担

率が、前連結会計年度から5.0ポイント低下して47.2％となったことによります。 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。 

(4）経営戦略の現状と見通し 

当社グループの現状といたしましては、人材関連事業においては、大手企業グループへの営業体制の強化に努め

ており、好調を持続しております。 

教育事業においては、その再構築がポイントとなっており、経営効率の改善に向けて、拠点の運営体制の見直し

と統廃合による合理化等を実施していくことが課題となっております。また、新規成長産業に対応する職種をキー

ワードとした商品開発への取り組みも課題となっております。 

今後の見通しといたしましては、人材関連事業においては、さらに営業体制を拡大して売上の増加を見込み、教

育事業においては、引き続き経営効率の改善に努めることで利益率の向上を見込んでおります。 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① 財政状態 

当連結会計年度末の資産合計は、29,477百万円となり、前連結会計年度末の28,447百万円から1,030百万円

（前期比3.6%）増加いたしました。 

流動資産につきましては、20,618百万円となり、前連結会計年度末の19,884百万円から733百万円（前期比

3.7%)増加いたしました。これは主に、現金及び預金が608百万円減少しましたが、売掛金が1,178百万円増加し

たことによるものです。また、固定資産につきましては、8,859百万円となり、前連結会計年度末の8,562百万円

から296百万円（前期比3.5%)増加いたしました。これは主に、介護事業等の拠点の新設による差入保証金が244

百万円増加したことによるものです。 



次に、負債合計は、22,559百万円となり、前連結会計年度末の22,300百万円から258百万円（前期比1.2%)増加

いたしました。 

流動負債につきましては、21,005百万円となり、前連結会計年度末の20,556百万円から448百万円（前期比

2.2%)増加いたしました。これは主に、前受金が1,498百万円減少したものの、未払金が2,104百万円増加したこ

とによるのもです。また、固定負債につきましては、1,553百万円となり、前連結会計年度末の1,744百万円から

190百万円（前期比10.9%)減少いたしました。これは主に、長期借入金が196百万円減少したことによるもので

す。 

純資産につきましては、6,918百万円となり、前連結会計年度末の6,146百万円から771百万円（前期比12.6%）

増加いたしました。これは主に、当期純利益が1,044百万円計上されたことによるものです。   

② キャッシュ・フロー 

 当社グループでは、グループ全体の資金バランスを考慮して必要な調達も行っておりますが、教育事業におき

ましては前受金として役務提供前に資金を収受し、人材関連事業及び介護事業におきましては役務提供後に売掛

金の回収を行っており、それぞれキャッシュ・インの時期が異なっております。当社グループは、キャッシュマ

ネジメントシステム（ＣＭＳ）を導入しており、子会社の余剰資金を当社において集中管理し、運転資金または

設備投資資金を必要とする子会社に還流して、当社グループの資金をできる限り効率的に活用しております。そ

の結果、有利子負債の残高は2,193百万円となり、前連結会計年度末の2,587百万円から394百万円（前期比

15.2％）減少いたしました。 

 当社グループの資金状況は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2）キャッシュ・フロー」に記載のと

おりであります。 

なお、当社グループの主な経営指標は、次のとおりであります。 

（注）１．自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行株式数により算出しております。 

４．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループは、教育事業において人材を育成して、社会に送り出していくことをビジネスモデルとしており、

社会における役割はますます大きくなっているものと認識しております。また、当社グループの属する事業領域で

ある人材関連事業、教育事業及び介護事業は、いずれも競争激化しており、競合他社との差別化が今後の課題であ

ると認識しております。 

今後は、人材の育成に注力することによるビジネスモデルの進化と、ローコストオペレーションによる合理化の

推進に努めるなどして、経営基盤の強化を図ってまいります。 

  平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 

自己資本比率（％） 18.4 21.6 23.5 

時価ベースの自己資本比率（％） 81.2 92.6 32.7 

債務償還年数（年） 3.0 7.7 2.6 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 11.7 6.8 20.8 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループは、当連結会計年度において、校舎及び事業所の新規開設を中心として、グループ全体で1,243百万

円の投資を実施いたしました。 

 人材関連事業においては、業務効率向上のための情報システム開発等に重点をおき、有形固定資産27百万円、無形

固定資産34百万円、差入保証金及び長期前払費用16百万円、総額78百万円の投資を実施いたしました。 

 教育事業においては、新規事業の立ち上げに伴う校舎の開設に重点をおき、有形固定資産234百万円、無形固定資

産2百万円、差入保証金及び長期前払費用101百万円、総額339百万円の投資を実施いたしました。 

 介護事業においては、事業所の新規開設ならびに事業の効率化等に重点をおき、有形固定資産285百万円、無形固

定資産11百万円、差入保証金及び長期前払費用167百万円、総額464百万円の投資を実施いたしました。 

 その他の事業においては、新規事業の立ち上げに伴う投資に重点をおき、有形固定資産61百万円、無形固定資産

208百万円、差入保証金及び長期前払費用215百万円、総額485百万円の投資を実施いたしました。 

  

（注）金額には、消費税等は含まれておりません。 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

ａ ヒューマンリソシア株式会社 

ｂ ヒューマンアカデミー株式会社 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
土地 

（面積㎡）
差入保証金 その他 合計 

本社 

（東京都新宿区） 
全社 事務所 ― ― 1,081 47,720 48,802 

9 

[1] 

新宿第２アオイビル広告塔 

（東京都新宿区） 
全社 屋外看板 28,166 ―  ―  ― 28,166  ― 

  平成19年３月31日現在

地域・事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
土地 

（面積㎡）
差入保証金 その他 合計 

北海道・東北 
人材関連事業 

介護事業 

事業所 ２ヶ所 

介護事業所 

４ヶ所 

14,052  ― 25,985 1,567 41,605 
29 

[45] 

関東 
人材関連事業 

介護事業 

事業所 ９ヶ所 

介護事業所 

15ヶ所 

197,460  ― 243,405 8,747 449,613 
267 

[292] 

中部 
人材関連事業 

介護事業 

事業所 ５ヶ所 

介護事業所 

４ヶ所 

53,206  ― 19,164 1,598 73,969 
103 

[105] 

近畿 
人材関連事業 

介護事業 

事業所 ４ヶ所 

介護事業所 

19ヶ所 

294,098  ― 41,572 15,961 351,632 
200 

[357] 

中国・四国 
人材関連事業 

介護事業 

事業所 ４ヶ所 

介護事業所 

２ヶ所 

22,488  ― 4,010 504 27,002 
29 

[44] 

九州・沖縄 
人材関連事業 

介護事業 

事業所 ５ヶ所 

介護事業所 

８ヶ所 

65,008  ― 25,238 2,960 93,206 
61 

[141] 

本社 

（東京都新宿区） 

人材関連事業 

介護事業 

  

事務所 

  

 ―  ― 13,324 168,139 181,464 
103 

[28] 

  平成19年３月31日現在

地域・事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
土地 

（面積㎡）
差入保証金 その他 合計 

北海道・東北 教育事業 
校舎 

４ヶ所 
109,976  ― 136,041 818 246,836 

70 

[186] 

関東 教育事業 
校舎 

29ヶ所 
599,769  ― 819,580 85,043 1,504,393 

246 

[566] 

中部 教育事業 
校舎 

11ヶ所 
112,750  ― 221,710 5,971 340,433 

64 

[315] 

近畿 教育事業 
校舎 

25ヶ所 
786,720  ― 756,482 16,334 1,559,538 

173 

[537] 

中国・四国 教育事業 
校舎 

６ヶ所 
63,083  ― 84,559 1,020 148,663 

26 

[172] 

九州・沖縄 教育事業 
校舎 

８ヶ所 
127,221  ― 151,803 6,198 285,222 

62 

[318] 

本社 

（東京都新宿区） 
教育事業 事務所 7,078  ― 18,512 92,226 117,817 

60 

[26] 



ｃ ヒューマンビジネスサービス株式会社 

ｄ 株式会社ダイジョブ 

e ヒューマンスポーツエンタテインメント株式会社 

ｆ ダッシングディバインターナショナル株式会社 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
土地 

（面積㎡）
差入保証金 その他 合計 

ヒューマン教育センター 

（東京都新宿区） 
その他の事業 事務所等 122,706 

194,500 

(327)
 ―  ― 317,206 ― 

神戸三宮センタープラザ 

（兵庫県神戸市中央区） 
その他の事業 事務所等 475,026 

308,200 

(431)
 ―  ― 783,226 ― 

仁川社宅 

（兵庫県宝塚市） 
その他の事業 福利厚生施設 5,357 

53,000 

(190)
 ―  ― 58,357 ― 

本社 

（東京都新宿区） 
その他の事業 事務所 12,088  ― 262,839 231,175 506,103 

158 

[65]

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
土地 

（面積㎡）
差入保証金 その他 合計 

本社 

（東京都港区） 
人材関連事業 事務所 74  ― 1,446 2,038 3,559 

39 

[0] 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
土地 

（面積㎡）
差入保証金 その他 合計 

本社 

（大阪府大阪市中央区） 
その他の事業 事務所  ―  ― 650 7,306 7,956 

4 

[6] 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
土地 

（面積㎡）
差入保証金 その他 合計 

関東 その他の事業 
店舗 

 ３ヶ所 
7,907  ― 34,448  ― 42,355 

12 

[19] 

中部 その他の事業 
店舗 

 １ヶ所 
5,462  ― 1,000  ― 6,462 

1 

[1] 

本社 

（東京都港区） 
その他の事業 事務所  ―  ― 3,832 21,101 24,934 

4 

[0] 



(3）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」の主要なものは、工具、器具及び備品ならびに無形固定資産であります。なお、

金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．ヒューマンビジネスサービス株式会社所有のヒューマン教育センター及び神戸三宮センタープラザは、すべ

てヒューマンアカデミー株式会社に賃貸しております。 

３．従業員数は就業人員数を記載しております。なお、従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書きしておりま

す。 

４．帳簿価額は減損損失計上後の金額であります。 

５．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

国内子会社 

  平成18年12月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
土地 

（面積㎡）
差入保証金 その他 合計 

at human USA 

本社 

（米国カリフ

ォルニア州） 

教育事業 校舎  ―  ―  ― ― ― 
4 

[1] 

Human I.K.㈱ 

本社 

（韓国ソウル

市） 

その他の事業 事務所  ―  ― 20,937 128,731 149,669 
21 

[0] 

会社名 
事務所名 
（所在地） 

設備の内容 台数 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高
（千円） 

ヒューマンリソシア㈱ 介護事業所他 車両 105台 44,227 98,905 

ヒューマンビジネスサービス㈱ 本社他 サーバー 26台 45,965 32,118 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設

備計画は原則として連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たっては検討時に当社を中心に調整を

図っております。 

 平成19年３月31日現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設等 

 （注）１．投資予定額には、ソフトウェア及び差入保証金が含まれております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）重要な設備の除却等 

 （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別 
セグメント 

設備の内容 
投資予定
額 
（千円） 

既支払い 
（千円） 

調達方法 着手 完了 増加能力 

ヒューマンリソシ

ア㈱東京支社 

東京都 

中央区 
人材関連事業 事業所の新設 53,000 － 自己資金 平成19年４月 平成19年４月 － 

ヒューマンリソシ

ア㈱人材関連事業 

東京都 

新宿区 
人材関連事業 ソフトウェア 430,000 － 自己資金 平成19年１月 平成20年３月 － 

ヒューマンリソシ

ア㈱介護事業 
－ 介護事業 事業所の新設 164,000 － 自己資金 平成19年６月 平成20年３月 ６事業所 

ヒューマンリソシ

ア㈱介護事業 

東京都 

新宿区 
介護事業 ソフトウェア 15,000 － 自己資金 平成19年４月 平成19年12月 － 

ヒューマンアカデ

ミー㈱ 

東京都 

新宿区 
教育事業 教材 48,000 － 自己資金 平成19年４月 平成20年３月 － 

ヒューマンアカデ

ミー㈱ 

東京都 

新宿区 
教育事業 ソフトウェア 18,000 － 自己資金 平成19年４月 平成19年９月 － 

ヒューマンビジネ

スサービス㈱不動

産部門 

－ その他の事業 
事務所等の 

改修 
22,000 － 自己資金 平成19年６月 平成19年８月 － 

ヒューマンビジネ

スサービ㈱千葉市

有料老人ホーム 

千葉県 

千葉市 

中央区 

その他の事業 差入保証金 108,176 88,784 自己資金 平成18年８月 平成19年９月 １棟 

ヒューマンビジネ

スサービ㈱鳩ケ谷

市有料老人ホーム 

埼玉県 

鳩ケ谷市 
その他の事業 差入保証金 49,200 32,800 自己資金 平成18年12月 平成20年１月 １棟 

ヒューマンビジネ

スサービ㈱相模原

市有料老人ホーム 

神奈川県 

相模原市 
その他の事業 差入保証金 29,008 － 自己資金 平成19年６月 平成20年２月 １棟 

ヒューマンビジネ

スサービス㈱ 

東京都 

新宿区 
その他の事業 ソフトウェア 53,000 － 自己資金 平成19年４月 平成20年２月 － 

ダッシングディバ

インターナショナ

ル㈱ 

－ その他の事業 店舗の新設 16,000 － 自己資金 平成19年８月 平成19年10月 ２店舗 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別 
セグメント 

設備の内容 
除却予定
額 
（千円） 

着手 完了 
除却によ
る減少能
力 

ヒューマンリソシ

ア㈱人材関連事業 
－ 人材関連事業 事業所の移転 11,000 平成19年４月 平成19年５月 － 

ヒューマンアカデ

ミー㈱ 
－ 教育事業 

校舎の移転 

及び閉鎖 
76,000 平成19年５月 平成19年11月 ４校舎 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 410,000 

計 410,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 109,660 109,660 ジャスダック証券取引所 （注） 

計 109,660 109,660 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定にもとづき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

    平成14年８月24日臨時株主総会決議 

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議日からの当社及び子会社の取締役

の退任及び従業員の退職並びに新株予約権の権利行使に伴って減じた数であります。 

２．当会社が株式分割を行うときは、株式分割の効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の目的たる株式

数を調整する。調整の結果、１株の100分の１未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

また、当会社が株式併合を行うときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の目的た

る株式数を調整する。調整の結果１株の100分の１未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

３．当会社が株式分割を行うときは、株式分割の効力発生の時をもって次の算式により払い込みをすべき金額を調

整する。計算の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。 

また、当会社が株式併合を行うときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により払い込みをすべき金

額を調整する。計算の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。 

４．平成17年５月20日開催の取締役会決議により、平成17年９月20日付で１株を２株とする株式分割を行っており

ます。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

区分 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個）（注１）  259  259 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

（注１、２、４） 
518  518 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注３、４） １株当たり25,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年10月１日～ 

平成22年９月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）（注３、４） 

発行価格   １株当たり25,000 

資本組入額 １株当たり12,500 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者が

当会社又は当会社の旧商法上子

会社の取締役及び従業員の地位

を失ったときは新株予約権を行

使することができない。その他

の条件は、当会社取締役会決議

に基づき、当会社と新株予約権

の割当を受けた者との間で締結

する「新株予約権付与契約」に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他一切の処分を

することができない。 
同左 

代用払込みに関する事項  ─  ─ 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ─  ─ 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 
既発行株式数＋新発行株式数

既発行株式数 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
既発行株式数 

既発行株式数＋新発行株式数

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

併合の比率



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．上記の増加は、当社設立によるものであります。 

２．有償第三者割当 

主な割当先 佐藤朋也、佐藤耕一、黒﨑耕輔、他３社 

発行価格   50,000円 

資本組入額  25,000円 

３．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格  400,000円 

引受価額  376,000円 

資本組入額 153,000円 

払込金総額 902,400千円 

４．有償第三者割当 

発行価格  400,000円 

割当価格  376,000円 

資本組入額 153,000円 

払込金総額 225,600千円 

５．発行済株式総数の増加は、平成17年９月20日付の株式分割（１：２）によるものであります。 

６．新株予約権の行使による増加であります。 

(5）【所有者別状況】 

（注）１．「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が３株含まれております 

 ２．「個人その他」の中には、従業員持株会名義の株式が、3,347株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年８月１日 

（注１） 
46,300 46,300 700,000 700,000 290,192 290,192 

平成16年２月28日 

（注２） 
5,005 51,305 125,125 825,125 125,125 415,317 

平成16年10月６日 

（注３） 
2,400 53,705 367,200 1,192,325 535,200 950,517 

平成16年11月５日 

（注４） 
600 54,305 91,800 1,284,125 133,800 1,084,317 

平成17年９月20日  

（注５） 
54,305 108,610 ― 1,284,125 ― 1,084,317 

平成17年10月１日～

平成18年３月31日 

（注６） 

742 109,352 9,275 1,293,400 9,275 1,093,592 

平成18年４月１日～ 

平成19年３月31日 

（注６） 

308 109,660 3,850 1,297,250 3,850 1,097,442 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況 

単元未満 
株式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 
  

金融機関 
  

証券会社 
  

その他の 
法人 
  
  

外国法人等 
個人その他 

  
計 
  

個人以外 個人 

株主数（人）  ─ 7 11 24 18  1 1,448 1,509 ― 

所有株式数 

（株） 
 ─ 2,061 215 30,428 2,963  1 73,992 109,660 

  

― 

所有株式数の

割合（％） 
 ─ 1.88 0.20 27.75 2.70  0.00 67.47 100.00 ― 



(6）【大株主の状況】 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式（名義書換失念株式）が３株含まれてお

ります。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個を含めておりませ

ん。 

②【自己株式等】 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

佐藤朋也 東京都渋谷区 32,124 29.29 

有限会社ペアレンツ 東京都渋谷区代々木5-50-13-316 18,440 16.81 

佐藤耕一 兵庫県芦屋市 16,942 15.44 

黒﨑耕輔 東京都目黒区 7,464 6.80 

有限会社ティーワイワイ 兵庫県芦屋市奥池南町26-10 6,512 5.93 

有限会社ティーケーエー 兵庫県芦屋市奥池南町26-10 5,328 4.85 

ヒューマンホールディングス従業

員持株会 
東京都新宿区西新宿6丁目6-2 3,347 3.05 

佐藤光永 大阪府高石市 1,766 1.61 

ベンチャー・インベストメント・

アルファ投資事業組合 
熊本市上通町7-32蚕糸会館2階 1,366 1.24 

野村愛 東京都港区 1,222 1.11 

計 ― 94,511 86.19 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式    109,660  109,657 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 109,660 ― ― 

総株主の議決権 ― 109,657 ― 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定

にもとづき新株予約権を発行する方法によるものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．付与対象者は、平成19年６月29日現在、当社及び子会社の取締役の退任及び従業員の退職並びに新株予約権の

権利行使により20名減少し、８名となっております。 

２．当会社が株式分割を行うときは、株式分割の効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の目的たる株式

数を調整する。調整の結果、１株の100分の１未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

  

また、当会社が株式併合を行うときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の目的

たる株式数を調整する。調整の結果１株の100分の１未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

３．当会社が株式分割を行うときは、株式分割の効力発生の時をもって次の算式により払い込みをすべき金額を調

整する。計算の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。 

  

また、当会社が株式併合を行うときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により払い込みをすべき

金額を調整する。計算の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。 

決議年月日 平成14年８月24日 

付与対象者の区分及び人数（名）（注１） 当社取締役５、子会社取締役15及び子会社従業員８ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株）（注２） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注３） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 
― 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 
既発行株式数＋新発行株式数

既発行株式数 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
既発行株式数 

既発行株式数＋新発行株式数

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

併合の比率



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成19年３月23日）での決議状況 

（取得期間 平成19年４月２日～平成19年５月31日） 
500 60,000,000 

当事業年度前における取得自己株式  ─  ─ 

当事業年度における取得自己株式  ─  ─ 

残存決議株式の総数及び価額の総額  ─  ─ 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 100.0 100.0 

当期間における取得自己株式 343 27,899,700 

提出日現在の未行使割合（％） 31.4 53.5 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式  ─ 
  

 ─ 

  

 ─ 

  

 ─ 

消却の処分を行った取得自己株式 
  

 ─ 

  

 ─ 

  

 ─ 

  

 ─ 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 

  

 ─ 

  

 ─ 

  

 ─ 

  

 ─ 

その他 

（ ─ ） 

  

 ─ 

  

 ─ 

  

 ─ 

  

 ─ 

保有自己株式数  ─  ─ 343  ─ 



３【配当政策】 

当社は、平成14年8月に純粋持ち株会社として設立され、配当原資は、主に子会社からの受取配当金であります。

当社の利益配分の基本方針は、将来の事業展開と財務体質強化のために内部留保の充実を図るとともに、業績動向

等を総合的に勘案して、安定的に株主の皆様への利益還元を行うことであります。   

当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、決定機関は株主総会でありま

す。 

当期の期末配当金につきましては、上記方針にもとづき、1株当たり2,500円の配当を実施することを決定いたし

ました。 

内部留保資金につきましては、長期的な視点に立って、当社グループの今後の事業展開への投資に有効に活用し

てまいりたいと考えております。 

なお、当社は、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定

めております。 

当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、平成16年10月７日付をもって同協会に株式を登録いたしましたので、

それ以前の株価については該当事項はありません。なお、第３期の事業年度別最高・最低株価のうち、※１は

日本証券業協会の公表のものであります。 

 ２．第４期は、平成17年７月31日現在の株主の所有株式について株式分割を実施しており、※２は株式分割による

権利落後の最高・最低株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円） 

平成19年６月28日 

定時株主総会決議 
274 2,500 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） ― ― 
561,000 

※１ 661,000 

532,000 

※２ 254,000 
284,000 

最低（円） ― ― 
333,000 

※１ 375,000 

365,000 

※２ 162,000 
80,000 

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月 

最高（円） 178,000 177,000 140,000 153,000 131,000 104,000 

最低（円） 156,000 123,000 118,000 115,000 99,200 80,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

代表取締役

会長 
－ 佐藤 耕一  昭和11年12月15日生 

昭和60年４月 株式会社教育未来社（現ヒューマン 

アカデミー株式会社） 

代表取締役社長就任 

昭和61年６月 ヒューマン・エステート株式会社 

代表取締役社長就任 

昭和63年２月 ヒューマン・タッチ株式会社 

（現ヒューマンリソシア株式会社） 

代表取締役社長就任 

平成元年８月 ヒューマン・プランニング株式会社

（現ヒューマンビジネスサービス 

株式会社）代表取締役社長就任 

平成14年６月 at human USA取締役就任 

（現任） 

平成14年８月 当社代表取締役会長就任（現任） 

平成15年６月 ヒューマン・プランニングサービス 

株式会社（現ヒューマンビジネスサー

ビス株式会社）取締役就任（現任） 

平成17年４月 ヒューマンプランニング株式会社 

取締役就任 

（注）２  16,942 

代表取締役

社長 
－  佐藤 朋也  昭和38年５月27日生 

平成３年11月 ザ・ヒューマン株式会社 

（現ヒューマンアカデミー株式会社）

入社 

平成７年５月 ザ・ヒューマン株式会社取締役就任

（現任） 

  ヒューマン・タッチ株式会社 

取締役就任（現任） 

  ヒューマン・プランニング株式会社 

取締役就任 

  ヒューマン・エステート株式会社 

取締役就任 

平成13年４月 ザ・ヒューマン株式会社代表取締役 

社長就任 

  ヒューマン・プランニング株式会社 

代表取締役社長就任 

平成13年10月 ヒューマン・タッチ株式会社 

代表取締役社長就任 

  ヒューマン・サービス株式会社 

代表取締役社長就任 

平成14年６月 at human USA取締役就任（現任） 

平成14年８月 当社代表取締役社長就任（現任） 

平成17年６月 ヒューマンエンジニアリング 

株式会社取締役就任 

平成17年11月 ヒューマンビジネスサービス 

株式会社取締役就任（現任） 

平成19年５月 株式会社ダイジョブ取締役就任 

（現任） 

  ヒューマンスポーツエンタテイン 

メント株式会社取締役就任（現任） 

  ダッシングディバインターナショナル

株式会社取締役就任 

（現任） 

（注）２  32,124 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

常務取締役 

総合企画

兼管理戦

略担当 

黒﨑 耕輔 昭和40年３月30日生

平成７年４月 ザ・ヒューマン株式会社入社 

平成８年５月 ヒューマン・サービス株式会社 

取締役就任 

平成14年６月 at human USA取締役就任（現任） 

平成14年８月 当社取締役就任 

総合企画担当（現任） 

ヒューマン・プランニングサービス 

株式会社取締役就任（現任） 

平成16年６月 ヒューマンリソシア株式会社取締役 

就任（現任） 

  ヒューマンアカデミー株式会社 

取締役就任（現任） 

平成16年12月 当社常務取締役就任（現任） 

平成17年６月 ヒューマンスポーツエンタテイン 

メント株式会社取締役就任（現任） 

平成18年３月  Human I.K.株式会社取締役就任 

（現任） 

平成19年３月 管理戦略担当（現任） 

平成19年５月 株式会社ダイジョブ取締役就任 

（現任） 

  ダッシングディバインターナショナル

株式会社取締役就任（現任） 

（注）２  7,464 

取締役 
経理財務

戦略担当  
諸見川 和臣 昭和24年10月26日生 

昭和60年４月 株式会社教育未来社入社 

昭和62年４月 ザ・ヒューマン株式会社取締役就任 

平成13年４月 ヒューマン・タッチ株式会社 

取締役就任 

平成14年８月 ヒューマン・プランニングサービス 

株式会社取締役就任 

平成15年６月 ヒューマン・プランニングサービス 

株式会社代表取締役就任 

平成16年７月 当社取締役就任（現任） 

特命担当 

平成17年４月 ヒューマンプランニングサービス株式

会社（現ヒューマンビジネスサービス

株式会社）取締役就任 

平成17年６月 ヒューマンエンジニアリング 

株式会社取締役就任 

  株式会社ダイジョブ取締役就任 

  ヒューマンスポーツエンタテイン 

メント株式会社取締役就任 

平成17年11月 ヒューマンプランニング株式会社 

取締役就任 

平成17年12月 経理財務戦略担当（現任） 

平成19年３月 ヒューマンビジネスサービス 

株式会社取締役就任（現任） 

（注）２  46 

取締役 
システム

戦略担当 
鈴木 美三夫 昭和24年４月13日生

平成10年４月 松下エクセル・スタッフ株式会社入社 

平成14年６月 ヒューマン・タッチ株式会社入社 

平成14年８月 当社取締役就任（現任） 

システム戦略担当（現任） 

（注）２  20 

 



（注）１．監査役増田得神、尋木浩司、石橋康男及び池田勉は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

 ２．任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで。 

 ３．任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで。 

４．代表取締役社長佐藤朋也は、代表取締役会長佐藤耕一の長男であります。 

常務取締役黒﨑耕輔は、代表取締役会長佐藤耕一の次男であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 － 桑原加鶴子 昭和31年９月22日生

平成８年２月 ヒューマン・タッチ株式会社入社 

平成９年５月 ヒューマン・タッチ株式会社 

取締役就任 

平成15年６月 ヒューマン・タッチ株式会社 

代表取締役社長就任（現任） 

平成17年４月 株式会社ダイジョブ取締役就任 

（現任） 

平成17年６月 当社取締役就任（現任） 

平成17年７月 ヒューマンエンジニアリング 

株式会社取締役就任 

平成18年４月 ヒューマンエンジニアリング 

株式会社代表取締役就任 

（注）２  142 

取締役 － 磯村 英孝 昭和38年７月24日生

昭和60年４月 株式会社教育未来社入社 

平成13年４月 ザ・ヒューマン株式会社取締役就任 

平成17年６月 ヒューマンスポーツエンタテイン 

メント株式会社取締役就任 

平成19年５月 ヒューマンアカデミー株式会社 

代表取締役就任（現任） 

平成19年６月 当社取締役就任（現任） 

（注）２  48 

常勤監査役 － 増田 得神 昭和16年12月６日生

昭和35年４月 野村證券株式会社入社 

平成８年６月 野村證券株式会社常勤監査役就任 

平成10年６月 野村不動産株式会社常勤監査役就任 

平成14年８月 当社常勤監査役就任（現任） 

ヒューマン・プランニングサービス 

株式会社監査役就任 

平成15年６月 ザ・ヒューマン株式会社監査役就任

（現任） 

平成17年11月 ヒューマンプランニング株式会社 

監査役就任 

（注）３  － 

監査役 － 尋木 浩司 昭和42年12月５日生

平成12年４月 弁護士登録 

ことぶき法律事務所パートナー 

（現任） 

平成12年５月 弁理士登録 

平成14年８月 当社監査役就任（現任） 

（注）３  － 

監査役 － 石橋 康男 昭和30年12月28日生

昭和59年５月 税理士登録 

平成14年８月 当社監査役就任（現任） 

ヒューマン・タッチ株式会社監査役 

就任（現任） 

（注）３  － 

監査役 － 池田 勉 昭和14年１月９日生

昭和38年４月 警察庁入庁 

昭和46年11月 株式会社平和相互銀行取締役就任 

昭和54年10月 株式会社太平洋クラブ代表取締役社長

就任 

昭和60年10月 株式会社セキュリオン代表取締役社長

就任 

平成９年３月 池田勉事務所代表（現任） 

平成12年６月 株式会社マースエンジニアリング 

監査役就任 

平成13年５月 アンジェスＭＧ株式会社常勤監査役 

就任（現任） 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）３  － 

        計   56,786 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営環境の変化に対応するため、グループ各社の経営責任を明確にし、各事業の業務執行と意思決定を

迅速にすることを目的として、平成14年８月に純粋持ち株会社として設立されました。 

 当社におきましては、グループガバナンスの強化と経営の最適化、グループ経営における透明性、健全性向上の

ための経営管理体制の強化を重要な経営課題として位置付けており、株主その他ステークホルダーに対する責任を

果たしていきたいと考えております。 

当社におけるコーポレート・ガバナンスは、取締役会、監査役会による構成を基盤としております。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況等 

①  会社の機関の基本説明 

当社は、監査役制度を採用しており、有価証券報告書提出日（平成19年６月29日）現在、取締役７名（社外取

締役はおりません）、監査役４名（全員が社外監査役）の経営体制であります。 

取締役会は、経営上の重要事項に関する意思決定を行うとともに取締役の業務執行を監督しております。 

監査役会は、全員が会社法第２条第16号に定める社外監査役であるため、監査役としての独立性は保たれてお

り監査機関として十分に役割を果たしていると認識しております。 

② 会社の機関、内部統制の状況は、次のとおりであります。 

③ 会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況 

取締役会は、原則として月１回開催し、透明性の高い運営を行っております。また、迅速な意思決定を行うた

めに、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。 

各監査役は、監査役会が定めた方針に従い、取締役会に出席して意見を述べるほか、取締役の職務執行を監査

しております。 

内部統制につきましては、監査役が業務監査・会計監査を、内部監査室が業務監査を実施しております。 

また、会計監査は、新日本監査法人より受けており、財務情報の適正性の確保に努めております。 



④ 内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査は、代表取締役社長直轄の内部監査室（２名）が担当しております。内部監査室は、年度内部監査計

画にもとづき、当社及び子会社の業務全般にわたる内部監査を実施しております。 

監査役監査は、常勤監査役（１名）及び非常勤監査役（３名）で実施しております。監査役は、各部門責任者

に対して適宜ヒアリングを実施しており、法令、定款及び規程等に違反する事実の有無について、重点的に監査

を実施しております。また、代表取締役と定期的会合を行い、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の

状況、監査上の重要課題等について意見交換し、併せて必要と判断される要請を行うなど、相互認識を深めてお

ります。さらに、グループ各社の監査役を含めた「グループ監査役会」を随時開催し、グループ全体の課題の共

有を図り、監査方針の策定に役立てております。 

内部監査室と監査役は、それぞれ監査計画書の作成にあたり相互に連携を図りながら、監査結果にもとづく当

社グループの課題の共有化を図るため、適宜打ち合わせを行っております。 

内部監査室と会計監査人は、それぞれ監査計画書、監査報告書の閲覧等を通じて意見交換を行っております。

監査役と会計監査人は、「監査報告会」（本決算・中間決算の年２回）において、実施した監査について相互

に意見交換して課題を共有しております。  

⑤ 会計監査の状況  

当社は、会計監査について、新日本監査法人を会計監査人として選任しており、当期において業務を執行した

公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は、次のとおりであります。 

（注）１．継続監査年数につきましては、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

 ２．同監査法人は、すでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのな

いよう措置をとっております。 

３．会計監査業務に係わる補助者は、公認会計士４名、会計士補２名、その他１名であります。 

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社は、社外取締役を選任しておりません。当社の社外監査役は次のとおりであり、当社及び子会社とは一切

の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係はありません。 

 社外監査役 増田得神・尋木浩司・石橋康男・池田勉 

(2） リスク管理体制の整備の状況 

当社グループにおきましては、事業活動に潜在するリスクやリスクが顕在化した場合にも適切かつ迅速に対応

できるように諸規程を制定しており、社員教育の徹底を図りながら、その予防策を講じております。 

契約書締結をはじめとした法務案件全般につきましては、当社の管理戦略担当取締役が一元管理しており、重

要な契約書等につきましては、適宜顧問弁護士にアドバイスを受けることにより、不測のリスクをできる限り回

避するよう努めております。 

(3） 役員報酬の内容 

当期における取締役及び監査役に対する役員報酬は、以下のとおりであります。 

取締役に支払った報酬 184,663千円  

監査役に支払った報酬  22,400千円  

(4） 監査報酬の内容 

当社が、新日本監査法人に支払うべき監査報酬は、以下のとおりであります。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務にもとづく報酬 28,000千円 

上記以外の業務に基づく報酬              10,100千円 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 

指定社員 業務執行社員 中川一之 新日本監査法人 

指定社員 業務執行社員 小川佳男 新日本監査法人 

指定社員 業務執行社員 佐藤陽子 新日本監査法人 



 (5) 取締役の定数 

当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。 

 (6) 取締役の選任決議要件 

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

 (7) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。 

 (8) 内部統制システムの構築に係る取締役会の決議 

 内部統制システムにつきましては、その重要性を十分に認識するとともに、その構築には代表取締役社長をプ

ロジェクトリーダーとする「内部統制プロジェクト」を設置し、必要に応じて上記内部統制システムの見直し、

改善を図ってまいります。 

会社法の施行に伴い、平成18年５月12日開催の取締役会において、内部統制システムの整備に関する基本方針

を決議しております。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。  

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成17

年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表

について、新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   13,211,827 12,603,138 

２．売掛金   5,704,786 6,883,632 

３．たな卸資産   167,078 185,910 

４．繰延税金資産   357,278 309,241 

５．その他   466,963 644,503 

貸倒引当金   △23,134 △8,383 

流動資産合計   19,884,800 69.9 20,618,042 69.9

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産 ※１   

(1）建物及び構築物 ※2,5 3,122,323 3,197,575 

(2）工具、器具及び備品   114,140 126,675 

(3）土地 ※２ 555,700 555,700 

(4）その他   27,214 2,915 

有形固定資産合計   3,819,379 13.4 3,882,867 13.2

２．無形固定資産     

(1）ソフトウェア   471,152 420,053 

(2）連結調整勘定   457,506 ― 

(3）のれん   ― 452,271 

(4）その他   176,883 119,252 

無形固定資産合計   1,105,542 3.9 991,577 3.4

３．投資その他の資産     

(1）投資有価証券 ※３ 756,707 844,059 

(2）長期貸付金   128,596 55,272 

(3）差入保証金   2,274,433 2,519,323 

(4）繰延税金資産   154,846 211,843 

(5）前払年金費用   ― 605 

(6）その他   369,187 414,347 

貸倒引当金   △45,900 △60,212 

投資その他の資産合計   3,637,870 12.8 3,985,239 13.5

固定資産合計   8,562,792 30.1 8,859,684 30.1

資産合計   28,447,592 100.0 29,477,726 100.0

      
 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金   170,989 191,190 

２．１年以内返済予定 
長期借入金 

※２ 1,218,300 1,028,000 

３．前受金   11,812,893 10,314,004 

４．未払金   4,893,830 6,998,251 

５．未払法人税等   567,119 460,368 

６．未払消費税等   582,248 826,335 

７．賞与引当金   578,738 526,350 

８．その他   732,509 660,872 

流動負債合計   20,556,628 72.3 21,005,372 71.2

Ⅱ 固定負債     

１．長期借入金 ※２ 1,347,900 1,151,300 

２．退職給付引当金   132,109 122,436 

３．役員退職慰労引当金   194,668 223,695 

４．その他   69,620 56,412 

固定負債合計   1,744,298 6.1 1,553,843 5.3

負債合計   22,300,927 78.4 22,559,216 76.5

      

（少数株主持分）     

少数株主持分   ― ― ― ―

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※４ 1,293,400 4.5 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   803,400 2.8 ― ―

Ⅲ 利益剰余金   4,033,273 14.2 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   12,257 0.1 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定   4,334 0.0 ― ―

資本合計   6,146,665 21.6 ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  28,447,592 100.0 ― ―

      
 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金 ※４ ― ― 1,297,250 4.4

２．資本剰余金   ― ― 807,250 2.8

３．利益剰余金   ― ― 4,804,662 16.3

  株主資本合計   ― ― 6,909,162 23.5

Ⅱ 評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価差額金   ― ― 4,634 0.0

２．為替換算調整勘定   ― ― 1,501 0.0

  評価・換算差額等合計   ― ― 6,135 0.0

Ⅲ 少数株主持分   ― ― 3,212 0.0

純資産合計   ― ― 6,918,510 23.5

負債純資産合計   ― ― 29,477,726 100.0

    



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   60,312,976 100.0 66,415,688 100.0

Ⅱ 売上原価   42,293,513 70.1 48,171,174 72.5

売上総利益   18,019,462 29.9 18,244,514 27.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 15,356,569 25.5 16,217,672 24.4

営業利益   2,662,892 4.4 2,026,842 3.1

Ⅳ 営業外収益     

１．受取利息   10,708 16,252   

２．受取配当金   398 380   

３．検定手数料   29,315 20,020   

４．その他   74,258 114,681 0.2 133,071 169,725 0.2

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息   49,121 40,011   

２．投資有価証券評価損   44,704 10,010   

３．消費税差額   12,482 13,616   

４．その他   15,580 121,888 0.2 17,503 81,143 0.1

経常利益   2,655,685 4.4 2,115,424 3.2

Ⅵ 特別損失     

１．固定資産除却損 ※２ 316,326 54,205   

２．投資有価証券評価損   73,273 962   

３．貸倒引当金繰入額   28,144 ―   

４．減損損失 ※３ ― 417,745 0.7 80,363 135,530 0.2

税金等調整前当期純利益   2,237,940 3.7 1,979,893 3.0

法人税、住民税及び事業税   1,206,610 939,084   

法人税等調整額   △39,262 1,167,347 1.9 △3,661 935,422 1.4

少数株主損失（△）   ― ― △298 △0.0

当期純利益   1,070,592 1.8 1,044,769 1.6

      



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   794,125

Ⅱ 資本剰余金増加高   

１．増資による新株の発行   9,275 9,275

Ⅲ 資本剰余金期末残高   803,400

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   3,216,951

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１．当期純利益   1,070,592

２．連結子会社増加による 
剰余金増加高 

  25,789 1,096,382

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．配当金   271,525

２．連結子会社減少による 
剰余金減少高 

  8,535 280,060

Ⅳ 利益剰余金期末残高   4,033,273

    

 

株主資本 評価・換算差額等 
少数株主 

持分 
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証

券評価差額金

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日残高 

（千円） 
1,293,400 803,400 4,033,273 6,130,073 12,257 4,334 16,592 ― 6,146,665 

連結会計年度中の 

変動額 
                 

新株の発行 3,850 3,850   7,700         7,700 

剰余金の配当（注）     △273,380 △273,380         △273,380 

当期純利益     1,044,769 1,044,769         1,044,769 

株主資本以外の項目 

の連結会計年度中の 

変動額（純額） 

        △7,623 △2,833 △10,456 3,212 △7,244 

連結会計年度中の 

変動額合計（千円） 
3,850 3,850 771,389 779,089 △7,623 △2,833 △10,456 3,212 771,845 

平成19年３月31日残高 

（千円） 
1,297,250 807,250 4,804,662 6,909,162 4,634 1,501 6,135 3,212 6,918,510 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区 分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益   2,237,940 1,979,893

減価償却費   643,475 660,688

減損損失   ― 80,363

連結調整勘定償却額   114,376 ―

のれん償却額   ― 132,314

貸倒引当金の増減額（減少：△）   18,245 △438

賞与引当金の増減額（減少：△）   19,299 △52,388

退職給付引当金の増減額（減少：△）   70,475 △10,279

役員退職慰労引当金の増減額 
（減少：△） 

  18,918 29,027

受取利息及び受取配当金   △11,107 △16,633

支払利息   49,121 40,011

固定資産除却損   204,104 28,246

投資有価証券評価損   117,978 10,973

売上債権の増減額（増加：△）   △1,032,038 △1,178,467

たな卸資産の増減額（増加：△）   23,646 △18,260

仕入債務の増減額（減少：△）   21,408 19,888

前受金の増減額（減少：△）   △1,480,344 △1,499,058

未払金の増減額（減少：△）   ― 1,772,793

未払消費税等の増減額（減少：△）   52,706 266,450

その他   711,043 △208,565

小 計   1,779,250 2,036,558

利息及び配当金の受取額   11,036 15,806

利息の支払額   △49,189 △39,976

法人税等の支払額   △1,407,537 △1,180,816

営業活動によるキャッシュ・フロー   333,560 831,571

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区 分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出   △592,651 △517,868

無形固定資産の取得による支出   △143,020 △259,140

投資有価証券の取得による支出   △219,301 △259,200

連結範囲の変更を伴う 
子会社株式の取得による支出 

※２ △534,854 ―

差入保証金の増加による支出   △161,053 △319,850

差入保証金の減少による収入   230,336 65,674

貸付による支出   △131,006 △9,140

貸付金の回収による収入   3,146 5,047

その他   6,373 31,712

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,542,029 △1,262,765

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入   1,000,000 1,000,000

長期借入金の返済による支出   △1,336,320 △1,386,900

新株発行による収入   18,550 7,700

配当金の支払額   △271,525 △273,380

財務活動によるキャッシュ・フロー   △589,295 △652,580

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   9,159 356

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
（減少：△） 

  △1,788,604 △1,083,418

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   14,965,830 13,211,827

Ⅶ 新規連結に伴う 
現金及び現金同等物の増加額 

  42,390 474,728

Ⅷ 連結除外に伴う 
現金及び現金同等物の減少額 

  △7,788 ―

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 13,211,827 12,603,138

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 ８社 

連結子会社の名称 

ヒューマンアカデミー㈱ 

ヒューマンリソシア㈱ 

ヒューマンビジネスサービス㈱ 

（旧ヒューマンプランニングサービス

㈱） 

 at human USA 

ヒューマンプランニング㈱ 

（旧ヒューマンインターナショナル

㈱） 

㈱ダイジョブ 

ヒューマンエンジニアリング㈱  

ヒューマンスポーツエンタテインメン

ト㈱  

 なお、当連結会計年度において、 

ヒューマンプランニング㈱は重要性が

増加したことにより、㈱ダイジョブは

株式の取得により子会社となったた

め、連結の範囲に含めております。 

 また、ヒューマンエンジニアリング

㈱及びヒューマンスポーツエンタテイ

ンメント㈱は、当連結会計年度におい

て新たに設立したため、連結の範囲に

含めております。 

 一方、at human.com(HK)Limited 

は、実質的に休眠状態となったことに

より重要性が減少したため、当連結会

計年度より連結の範囲から除いており

ます。 

(1)連結子会社の数 ９社 

連結子会社の名称 

ヒューマンアカデミー㈱ 

ヒューマンリソシア㈱ 

ヒューマンビジネスサービス㈱ 

 at human USA 

㈱ダイジョブ 

ヒューマンスポーツエンタテインメン

ト㈱ 

ダッシングディバインターナショナル

㈱ 

ＨＧ第一号投資事業有限責任組合 

Human I.K.㈱ 

 なお、ダッシングディバインターナ

ショナル㈱は、当連結会計年度におい

て新たに設立したため、連結の範囲に

含めております。 

 また、当連結会計年度において、 

ＨＧ第一号投資事業有限責任組合及び

Human I.K.㈱は重要性が増加したこと

により、連結の範囲に含めておりま

す。 

 一方、ヒューマンエンジニアリング

㈱ はヒューマンリソシア㈱に、ヒュ

ーマンプランニング㈱はヒューマンビ

ジネスサービス㈱にそれぞれ吸収合併

されたため、当連結会計年度より連結

の範囲から除いております。 

  (2)非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

at human.com (HK）Limited 

ヒューマックス㈱ 

上海修曼人才有限公司 

Australian Language Institute  

Pty Ltd 

ＨＧ第一号投資事業有限責任組合 

天津修曼人才教育諮詢有限公司 

Human I.K.㈱ 

(2)非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

ヒューマックス㈱ 

上海修曼人才有限公司 

Australian Language Institute  

Pty Ltd 

天津修曼人才教育諮詢有限公司 

  

  

  

  (連結の範囲から除いた理由) 

 非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないためで

あります。 

(連結の範囲から除いた理由) 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 (1)持分法適用の非連結子会社及び関連会

社 

なし 

(1)持分法適用の非連結子会社及び関連会

社 

なし 

  (2)持分法を適用していない非連結子会社

及び関連会社 

非連結子会社 

at human.com (HK）Limited 

ヒューマックス㈱ 

上海修曼人才有限公司 

Australian Language Institute  

Pty Ltd 

ＨＧ第一号投資事業有限責任組合 

天津修曼人才教育諮詢有限公司 

Human I.K.㈱ 

関連会社 

ライフエンタテイメント㈱ 

(2)持分法を適用していない非連結子会社

及び関連会社 

非連結子会社 

ヒューマックス㈱ 

上海修曼人才有限公司 

Australian Language Institute  

Pty Ltd 

天津修曼人才教育諮詢有限公司 

関連会社 

ライフエンタテイメント㈱ 

  (持分法の適用から除いた理由) 

 非連結子会社及び関連会社は、当期純

損益(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないためであります。 

(持分法の適用から除いた理由) 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 連結子会社のうちat human USAの決算

日は、12月31日であります。連結財務諸

表の作成にあたっては、同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

 連結子会社のうちat human USA、ＨＧ 

第一号投資事業有限責任組合及びHuman  

I.K.㈱の決算日は、12月31日でありま

す。連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項     

(1)重要な資産の評価基準及び

評価方法 

イ.有価証券 

 その他有価証券 

イ.有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)を採用しております。 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)を採用しております。  

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

 なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資(証券取引法

第２条第２項により有価証券とみなさ

れるもの)については、組合等の財産

の持分相当額を有価証券として計上

し、組合等の営業により獲得した損益

の持分相当額を損益として計上してお

ります。 

時価のないもの 

同左 

  ロ.デリバティブ 

時価法 

ロ.デリバティブ 

同左 

  ハ.たな卸資産 

教材 

 総平均法による原価法を採用してお

ります。 

ハ.たな卸資産 

同左 

  商品、貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法を採用

しております。 

  

(2)重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

イ.有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法を

採用しております(但し、平成10年４

月１日以降に取得した建物(附属設備

を含む)は定額法によっております)。

在外連結子会社は定額法を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物     ５～50年 

工具、器具及び備品  ５～15年 

イ.有形固定資産 

同左 

  ロ.無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づいております。 

ロ.無形固定資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3)重要な引当金の計上基準 イ.貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、当社及び国内連結子会社は

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上することとしており

ます。 

イ.貸倒引当金 

同左 

  ロ.賞与引当金 

 当社及び主要な連結子会社は従業員

に対する賞与の支給に備えるため、支

給見込額の当連結会計年度負担額を計

上しております。 

ロ.賞与引当金 

同左 

  ハ.退職給付引当金 

 当社及び主要な連結子会社におい

て、従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとし

ております。 

ハ.退職給付引当金 

同左 

  ニ.役員退職慰労引当金 

 当社及び主要な連結子会社は役員の

退職慰労金支給に充てるため、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額を計

上しております。 

ニ.役員退職慰労引当金 

同左 

(4)重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基

準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益としております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、在外子会社

等の決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定に含めており

ます。 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益としております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、在外子会社

等の決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めてお

ります。 

(5)収益の計上基準 教育事業売上の計上基準 

イ.授業料収入 

 受講期間に対応して計上しておりま

す。 

教育事業売上の計上基準 

同左 

  ロ.入学金収入 

 受講開始日の属する連結会計年度に

計上しております。 

 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(6)重要なリース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(7)重要なヘッジ会計の方法 イ.ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしておりますので、特例処

理を採用しております。 

イ.ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ.ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）   （ヘッジ対象） 

金利スワップ   借入金の利息 

ロ.ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ハ.ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。 

ハ.ヘッジ方針 

同左 

  ニ.ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッ

ジ対象の変動額の累計額を比較して有

効性を判定することとしております。 

 ただし、金利スワップの特例処理の

要件を満たしているものについては、

有効性の評価を省略しております。 

ニ.ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(8)その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関す

る事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

―――――――――― 

７．のれん及び負ののれんの償

却に関する事項 

――――――――――  のれんの償却については、５年間の定

額法により償却を行っております。  

８．利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

―――――――――― 

９．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。 

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ―――――――――― 

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は6,915,297

千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。 

（企業結合に係る会計基準及び事業分離等に関する会計基

準） 

 当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」(企

業会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関

する会計基準」(企業会計基準第７号 平成17年12月27日)

並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成17年12

月27日）を適用しております。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

（連結損益計算書） 

「消費税差額」は、前連結会計年度まで営業外費用の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、営業外費用の総額

の100分の10を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前連結会計年度における「消費税差額」の金額は

12,109千円であります。 

―――――――――― 

  

（連結貸借対照表） 

 当連結会計年度より、改正後の連結財務諸表規則に基づ

き、「連結調整勘定」及び「営業権」を「のれん」と表示

しております。 

 なお、前連結会計年度において、「営業権」は、連結貸

借対照表の無形固定資産「その他」に57,505千円含まれて

おります。 

―――――――――― 

  

  

  

  

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の増減

額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示して

おりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記して

おります。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「未払金の増減額」は675,160千円であります。  

２．前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれ

ん償却額」と表示しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

         1,796,460（千円） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                  2,229,111（千円） 

※２ 担保資産 

長期借入金(１年以内返済予定長期借入金含む)

481,600千円の担保として供しているものは、次のと

おりであります。 

建物 304,547 （千円）

土地 308,200  

 計 612,747  

※２ 担保資産 

長期借入金(１年以内返済予定長期借入金含む)

402,000千円の担保として供しているものは、次のと

おりであります。 

建物 292,069 （千円）

土地 308,200  

 計 600,269  

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

投資有価証券（株式） 191,301 （千円）

投資有価証券（その他） 349,060  

 計 540,361  

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

投資有価証券（株式） 124,421 （千円）

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式109,352株であ

ります。 

※５      ――――――――――  

※４      ――――――――――  

  

※５ 当連結会計年度において、国庫補助金の受入れによ

り、建物について30,000千円の圧縮記帳を行いまし

た。 

 なお、有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによ

る圧縮記帳累計額は、建物30,000千円であります。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

広告宣伝費 3,219,801 （千円）

退職給付費用 153,628  

役員退職慰労引当金繰入額 34,874  

従業員給与賞与 6,026,834  

賞与引当金繰入額 481,848  

減価償却費 252,356  

貸倒引当金繰入額 8,189  

連結調整勘定償却額 114,376  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

広告宣伝費 3,257,159 （千円）

退職給付費用 92,451  

役員退職慰労引当金繰入額 41,381  

従業員給与賞与 6,620,193  

賞与引当金繰入額 443,413  

減価償却費 234,497  

貸倒引当金繰入額 8,140  

のれん償却額 132,314  

※２ 固定資産除却損の内容 

建物及び構築物 189,269 （千円）

工具、器具及び備品 5,967  

ソフトウェア 8,867  

撤去費用等 112,222  

 計 316,326  

※２ 固定資産除却損の内容 

建物及び構築物 27,657 （千円）

工具、器具及び備品 588  

撤去費用等 25,959  

 計 54,205  

※３      ―――――――――― ※３ 減損損失の内容 

at human USA 

上記の減損損失を把握するにあたっては、継続的に収

支の把握を行っている管理会計上の事業区分に基づき、

資産のグルーピングを行っております。 

 教育事業におけるat human USAの経営強化を行いまし

たが、計画通りに事業が進まず、平成18年12月期におい 

て債務超過にいたっております。これに伴い、at human 

 USAに係る資産グループの帳簿価額を全額減額し、当該

減少額を減損損失として計上しております。なお、当資

産グループの回収可能額は使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローがマイナスのため、具体的

な割引率の算定はしておりません。 

場 所 用 途 種 類 
減損損失 

（千円） 

米国 

カリフォルニア州 
教育事業 

のれん 

その他 

56,677 

23,685 

    計 80,363 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式の増加308株は、会社法施行日前に付与された新株予約権の権利行使によるものでありま

す。 

２．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式（注） 109,352 308 ― 109,660 

合計 109,352 308 ― 109,660 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 273,380 2,500 平成18年３月31日 平成18年６月30日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 274,150 利益剰余金 2,500 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 13,211,827

預入期間が３か月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 13,211,827

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 12,603,138

預入期間が３か月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 12,603,138

※２ 株式取得により新たに連結子会社となった㈱ダイジ

ョブの資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳、並びに株式の取得価額と

取得に伴う支出（純額）との関係は次のとおりであり

ます。  

  （千円）

流動資産 43,955

連結調整勘定 571,883

その他の固定資産 4,321

流動負債 △47,026

固定負債 △17,933

株式の取得価額 555,200

現金及び現金同等物  △20,345

差引：連結範囲の変更を伴う 

子会社株式の取得による支出 
534,854

※２      ―――――――――― 

  



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

工具、器具 
及び備品 

707,020 410,226 296,793

その他 128,680 61,875 66,804

合計 835,700 472,102 363,598

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

工具、器具 
及び備品 

701,899 403,774 298,124

その他 162,743 76,490 86,253

合計 864,642 480,264 384,377

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 176,591千円

１年超    200,166千円

合計     376,758千円

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内   176,045千円

１年超    222,476千円

合計     398,522千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料      232,029千円

減価償却費相当額      213,884千円

支払利息相当額       19,009千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料    239,192千円

減価償却費相当額      217,173千円

支払利息相当額    23,003千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内      159,329千円

１年超      135,496千円

合計      294,826千円

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内    84,293千円

１年超     12,482千円

合計    96,776千円

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

 （減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）時価評価されていないその他有価証券のうち非上場株式について、当連結会計年度において962千円、前連結会計

年度において8,732千円減損処理を行っております。 

  種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

株式 33,994 43,812 9,817 33,994 37,788 3,793 

小計 33,994 43,812 9,817 33,994 37,788 3,793 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

株式 ― ― ― ― ― ― 

小計 ― ― ― ― ― ― 

合計 33,994 43,812 9,817 33,994 37,788 3,793 

  
前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券     

(1）非上場株式 31,880 530,117 

(2）投資事業有限責任組合及び 

それに類する組合への出資 
140,654 151,732 

計 172,534 681,850 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）取引の内容 

当社グループが利用しているデリバティブ取引は、

金利スワップ取引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

イ．ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。金利スワップ

については、特例処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しております。 

イ．ヘッジ会計の方法 

同左 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

金利スワップ 借入金の利息 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ハ．ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。 

ハ．ヘッジ方針 

同左 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動

額の累計額を比較して有効性を判定することとして

おります。 

ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たし

ているものについては、有効性の評価を省略してお

ります。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを

有しております。 

なお、取引相手先は信用力の高い金融機関に限られ

ているため、取引相手先の債務不履行による損失の不

安はないものと考えております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

取引の時価等に関する事項における契約額等は、あ

くまでデリバティブ取引における名目的な契約額、ま

たは計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバ

ティブ取引のリスクの大きさを示すものではありませ

ん。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を

適用しておりますので記載の対象から除いております。 

同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び主要な連結子会社は、適格退職年金制度を採用しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1)退職給付債務（千円） △736,524 △845,305 

(2)年金資産（千円） 691,415 775,145 

(3)未積立退職給付債務(1)＋(2)（千円） △45,108 △70,159 

(4)未認識数理計算上の差異（千円） △87,001 △51,670 

(5)連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)（千円） △132,109 △121,830 

(6)前払年金費用（千円） ― 605 

(7)退職給付引当金(5)－(6)（千円） △132,109 △122,436 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

退職給付費用（千円） 176,552 103,126 

(1)勤務費用（千円） 100,769 100,005 

(2)利息費用（千円） 15,326 14,730 

(3)期待運用収益（千円） △5,412 △20,742 

(4)数理計算上の差異の費用処理額（千円） 65,868 9,133 

  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2)割引率（％） 2.0 2.0 

(3)期待運用収益率（％） 1.0 3.0 

(4)数理計算上の差異の処理年数（年） 5 5 

  (各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理すること

としております。) 

同左 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。なお、株式数につきましては、平成17年９月20日付で株式１株につき２株の

割合で株式分割を行っておりますが、当該株式分割による調整後の株式数を記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成19年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプシ

ョンの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

（注）権利行使価格については、平成17年９月20日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、当該株式分

割による調整後の権利行使価格を記載しております。 

  第１回新株予約権 第２回新株予約権 

決議年月日 平成14年８月24日 平成14年８月24日 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役   ４名 

子会社取締役  13名 

子会社従業員  １名 

当社取締役   １名 

子会社取締役  ２名 

子会社従業員  ７名 

株式の種類別のストック・オプション

の数（注） 
普通株式   1,632株 普通株式   168株 

付与日 平成14年９月27日 平成15年３月25日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 
自 平成17年10月１日 

至 平成22年９月30日 

自 平成17年10月１日 

至 平成22年９月30日 

  第１回新株予約権 第２回新株予約権 

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末 ― ― 

付与 ― ― 

失効 ― ― 

権利確定 ― ― 

未確定残 ― ― 

権利確定後      （株）     

前連結会計年度末 760 66 

権利確定 ― ― 

権利行使 298 10 

失効 ― ― 

未行使残 462 56 

  第１回新株予約権 第２回新株予約権 

権利行使価格（注）   （円） 25,000 25,000 

行使時平均株価        （円） 196,210 149,565 

付与日における公正な評価単価（円） ― ― 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

繰延税金資産 （千円）

未払事業税否認額 53,265 

未払事業所税否認額 36,166 

賞与引当金 236,643 

社会保険料否認額 29,354 

貸倒引当金繰入超過額 21,049 

出資金評価損否認額 14,067 

投資有価証券評価損否認額 62,270 

退職給付引当金 54,165 

役員退職慰労引当金 79,487 

繰越欠損金 228,008 

その他 27,139 

繰延税金資産小計 841,617 

評価性引当額 △318,524 

繰延税金資産合計 523,093 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △8,517 

その他 △2,449 

繰延税金負債合計 △10,967 

繰延税金資産の純額 512,125 

流動資産－繰延税金資産 357,278 

固定資産－繰延税金資産 154,846 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

繰延税金資産 （千円）

未払事業税否認額 25,090 

未払事業所税否認額 40,101 

賞与引当金 215,660 

社会保険料否認額 27,081 

貸倒引当金繰入超過額 20,816 

出資金評価損否認額 14,067 

投資有価証券評価損否認額 31,912 

退職給付引当金 50,198 

役員退職慰労引当金 90,482 

繰越欠損金 331,988 

その他 21,459 

繰延税金資産小計 868,859 

評価性引当額 △341,426 

繰延税金資産合計 527,433 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △3,220 

その他 △3,128 

繰延税金負債合計 △6,348 

繰延税金資産の純額 521,085 

流動資産－繰延税金資産 309,241 

固定資産－繰延税金資産 211,843 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

法定実効税率 41.0（％）

（調整）     

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.3 

  

住民税均等割 1.5   

留保金課税 1.3   

評価性引当額 7.7   

その他 0.4   

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
52.2 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

法定実効税率 41.0（％）

（調整）     

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.3 

  

住民税均等割 1.5   

留保金課税 1.5   

評価性引当額 0.4   

のれん償却額 2.4   

その他 0.1   

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
47.2 

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(注)１．事業区分は、事業の種類、性質の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な内容 

(1）教育事業…………社会人教育、全日制教育 

(2）人材関連事業……人材派遣、人材紹介、業務受託 

(3）介護事業…………訪問介護サービス、デイサービス、グループホーム、居宅介護支援 

(4）その他の事業……事務管理受託業務、広告関連業務、不動産関連業務、旅行代理店業務、損害保険代理店

業、スポーツエンターテインメント事業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は766,419千円であり、その主なものは

当社にかかる費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,759,581千円であり、その主なものは、当社にお

ける余資運用資金（預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には連結調整勘定及び長期前払費用と同費用にかかる償却額が含まれております。 

  
教育事業 
（千円） 

人材関連事業
（千円） 

介護事業 
（千円） 

その他の事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 19,744,374 37,805,730 2,360,187 402,683 60,312,976 ― 60,312,976 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
6,122 337,156 ― 2,394,064 2,737,343 △2,737,343 ― 

計 19,750,497 38,142,887 2,360,187 2,796,747 63,050,319 △2,737,343 60,312,976 

営業費用 18,943,348 36,824,849 2,283,011 2,581,092 60,632,301 △2,982,217 57,650,083 

営業利益 807,148 1,318,037 77,176 215,655 2,418,018 244,873 2,662,892 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的 

支出 
              

資産 11,469,942 6,488,491 975,001 2,109,722 21,043,158 7,404,434 28,447,592 

減価償却費 438,735 158,547 66,544 89,518 753,346 30,377 783,723 

資本的支出 489,655 673,752 83,691 98,977 1,346,075 4,987 1,351,063 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(注)１．事業区分は、事業の種類、性質の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な内容 

(1）人材関連事業……人材派遣、人材紹介、業務受託 

(2）教育事業…………社会人教育、全日制教育 

(3）介護事業…………訪問介護サービス、デイサービス、グループホーム、居宅介護支援 

(4）その他の事業……事務管理受託業務、広告関連業務、不動産関連業務、旅行代理店業務、損害保険代理店

業、スポーツエンターテインメント事業、コスメティック関連事業、フランチャイズ事業

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,081,348千円であり、その主なもの

は当社及びＨＧ第一号投資事業有限責任組合に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,444,571千円であり、その主なものは、当社及び

ＨＧ第一号投資事業有限責任組合における余資運用資金（預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部

門に係る資産等であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１

日 至 平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１

日 至 平成19年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  
人材関連事業 
（千円） 

教育事業 
（千円） 

介護事業 
（千円） 

その他の事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 45,377,739 17,568,646 2,675,078 794,222 66,415,688 ― 66,415,688 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
316,437 10,530 ― 2,633,931 2,960,899 △2,960,899 ― 

計 45,694,177 17,579,177 2,675,078 3,428,154 69,376,588 △2,960,899 66,415,688 

営業費用 43,955,518 17,552,086 2,639,411 3,297,787 67,444,804 △3,055,957 64,388,846 

営業利益 1,738,658 27,091 35,666 130,367 1,931,784 95,058 2,026,842 

Ⅱ 資産、減価償却費、 

減損損失及び資本的支出 
              

資産 7,520,773 11,435,278 1,394,059 2,420,841 22,770,952 6,706,774 29,477,726 

減価償却費 164,798 409,206 83,511 132,675 790,192 27,016 817,209 

減損損失 ― 80,363 ― ― 80,363 ― 80,363 

資本的支出 65,142 245,725 306,943 295,193 913,003 10,810 923,814 



（企業結合等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

営業体制及び管理体制の効率化を目的として以下の連結子会社同士を合併しております。 

１．合併に関する事項  

(1）企業結合の対象となった事業の内容 

人材関連事業、その他の事業 

(2）企業結合の法的形式 

存続会社による吸収合併 

(3）結合当事企業の名称及び結合後企業の名称 

①平成18年12月１日付合併 

②平成19年３月15日付合併 

２．実施した会計処理の概要 

合併した会社はいずれも当社の完全子会社であるため共通支配下の取引に該当し、個別財務諸表上、結合当事

企業の適正な帳簿価額を基礎として会計処理し、また、連結財務諸表上は内部取引としてすべて消去しておりま

す。したがって、当該会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。 

結合当事企業の名称 事業の内容 結合後企業の名称 

存続会社 ヒューマンリソシア㈱ 人材関連事業 
ヒューマンリソシア㈱ 

消滅会社 ヒューマンエンジニアリング㈱  人材関連事業 

結合当事企業の名称 事業の内容 結合後企業の名称 

存続会社 ヒューマンビジネスサービス㈱ その他の事業 
ヒューマンビジネスサービス㈱ 

消滅会社 ヒューマンプランニング㈱ その他の事業 



（１株当たり情報） 

(注)１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額  56,209円90銭

１株当たり当期純利益金額  9,833円58銭

１株当たり純資産額  63,061円26銭

１株当たり当期純利益金額   9,536円92銭

 当社は、平成17年９月20日付で株式１株につき２株の

割合で株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりであります。 

潜在株式調整後         

１株当たり当期純利益金額 
 9,733円19銭

前連結会計年度 

１株当たり純資産額  48,654円21銭 

１株当たり当期純利益金額 13,939円05銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
13,757円13銭 

  

潜在株式調整後         

１株当たり当期純利益金額 
 9,492円21銭

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 1,070,592 1,044,769 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,070,592 1,044,769 

期中平均株式数（株） 108,871 109,550 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加数（株） 1,123 516 

（うち新株予約権） 1,123 516 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。  

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については期末借入金残高等に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）及び長期未払金（１年以内に返済予定のものを除く。）

の連結決算日後５年間の返済予定額は、以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 ― ― ― ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,218,300 1,028,000 1.43 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,347,900 1,151,300 1.61 
 平成20年～  

平成24年 

その他の有利子負債         

未払金 9,050 8,082 9.13 ― 

長期未払金 12,504 6,280 10.22 
平成20年～ 

平成21年 

計 2,587,755 2,193,663 ― ― 

  
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 751,500 236,600 79,600 79,600 

長期未払金 5,992 287 ― ― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
第４期 

（平成18年３月31日） 
第５期 

（平成19年３月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   6,781,394 5,860,632 

２．前払費用   72,540 72,652 

３．繰延税金資産   7,801 2,201 

４．関係会社短期貸付金   101,873 361,200 

５．未収入金   1,176 ― 

６．未収還付法人税等   61,641 88,836 

７．その他   130 3,536 

貸倒引当金   △5,873 ― 

流動資産合計   7,020,684 64.3 6,389,059 55.2

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産 ※１   

(1）建物   2,016 5,978 

(2）構築物   95,627 76,203 

(3）工具、器具及び備品   2,349 4,237 

有形固定資産合計   99,993 0.9 86,419 0.8

２．無形固定資産     

(1）借地権   19,500 19,500 

(2）商標権   44,501 40,083 

(3）ソフトウェア   ― 3,193 

無形固定資産合計   64,001 0.6 62,777 0.5

３．投資その他の資産     

(1）投資有価証券   171,921 407,037 

(2）関係会社株式   2,619,064 2,681,064 

(3）その他の関係会社 
有価証券 

  349,060 615,048 

(4）関係会社長期貸付金   522,000 1,236,702 

(5）長期前払費用   79 205 

(6）保険積立金   65,053 90,989 

(7）その他   7,947 7,691 

貸倒引当金   ― △5,902 

投資その他の資産合計   3,735,127 34.2 5,032,838 43.5

固定資産合計   3,899,121 35.7 5,182,035 44.8

資産合計   10,919,806 100.0 11,571,095 100.0

      
 



    
第４期 

（平成18年３月31日） 
第５期 

（平成19年３月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．１年以内返済予定 
長期借入金 

  333,200 670,400 

２．未払金   14,073 281,528 

３．未払費用   1,000 1,303 

４．未払消費税等   8,308 2,672 

５．預り金 ※３ 5,031,198 4,553,783 

６．賞与引当金   3,640 2,833 

流動負債合計   5,391,420 49.4 5,512,520 47.7

Ⅱ 固定負債     

１．長期借入金   644,600 805,600 

２．繰延税金負債   293,525 291,851 

３．退職給付引当金   2,063 1,946 

４．役員退職慰労引当金   117,188 140,907 

固定負債合計   1,057,377 9.7 1,240,304 10.7

負債合計   6,448,798 59.1 6,752,825 58.4

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※２ 1,293,400 11.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金     

１．資本準備金   1,093,592 ―   

資本剰余金合計   1,093,592 10.0 ― ―

Ⅲ 利益剰余金     

１．当期未処分利益   2,077,550 ―   

利益剰余金合計   2,077,550 19.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   6,465 0.1 ― ―

資本合計   4,471,008 40.9 ― ―

負債・資本合計   10,919,806 100.0 ― ―

      
 



    
第４期 

（平成18年３月31日） 
第５期 

（平成19年３月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金 ※２ ― ― 1,297,250 11.2

２．資本剰余金     

(1）資本準備金   ― 1,097,442   

資本剰余金合計    ― ― 1,097,442 9.5

３．利益剰余金     

(1）その他利益剰余金     

繰越利益剰余金   ― 2,421,181   

利益剰余金合計    ― ― 2,421,181 20.9

株主資本合計    ― ― 4,815,873 41.6

Ⅱ 評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価差額金   ― ― 2,395 0.0

評価・換算差額等合計    ― ― 2,395 0.0

純資産合計    ― ― 4,818,269 41.6

負債純資産合計    ― ― 11,571,095 100.0

      



②【損益計算書】 

    
第４期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益 ※１    

１．子会社配当金   810,800 820,000   

２．経営管理料   1,008,000 1,818,800 100.0 1,172,603 1,992,603 100.0

Ⅱ 営業費用 ※２    

１．販売費及び一般管理費   767,130 767,130 42.2 1,051,765 1,051,765 52.8

営業利益   1,051,669 57.8  940,837 47.2

Ⅲ 営業外収益      

１．受取利息 ※１ 12,221 29,412   

２．受取配当金   0 4   

３．投資有価証券評価益   2,266 ―   

４．その他   2,529 17,018 0.9 2,498 31,915 1.6

Ⅳ 営業外費用      

１．支払利息 ※１ 2,963 20,922   

２．投資有価証券評価損   ― 10,010   

３．その他の関係会社 
有価証券評価損 

  44,704 29,534   

４．その他   2,311 49,979 2.7 ― 60,468 3.0

経常利益   1,018,708 56.0  912,284 45.8

Ⅴ 特別損失      

１．固定資産除却損 ※３ 232 ―   

２．投資有価証券評価損   8,732 962   

３．関係会社株式評価損   11,809 210,000   

４．貸倒引当金繰入額 ※４ 5,873 26,647 1.5 ― 210,962 10.6

税引前当期純利益   992,060 54.5  701,322 35.2

法人税、住民税及び事業税   98,743 77,558   

法人税等調整額   △20,096 78,646 4.3 6,753 84,311 4.2

当期純利益   913,413 50.2  617,010 31.0

前期繰越利益   1,164,137  ― 

当期未処分利益   2,077,550  ― 

       



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

株主資本等変動計算書 

第５期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

    
第４期 

（株主総会承認日 
平成18年６月29日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   2,077,550

Ⅱ 利益処分額   

１．配当金   273,380 273,380

Ⅲ 次期繰越利益   1,804,170

    

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他 
利益剰余金

利益剰余金
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
（千円） 

1,293,400 1,093,592 1,093,592 2,077,550 2,077,550 4,464,543 6,465 6,465 4,471,008 

事業年度中の変動額                  

新株の発行 3,850 3,850 3,850     7,700     7,700 

剰余金の配当（注）       △273,380 △273,380 △273,380     △273,380 

当期純利益       617,010 617,010 617,010     617,010 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

            △4,069 △4,069 △4,069 

事業年度中の変動額合計
（千円） 

3,850 3,850 3,850 343,630 343,630 351,330 △4,069 △4,069 347,261 

平成19年３月31日残高 
（千円） 

1,297,250 1,097,442 1,097,442 2,421,181 2,421,181 4,815,873 2,395 2,395 4,818,269 



重要な会計方針 

項目 
第４期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び 

評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

 なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資(証券取引法

第２条第２項により有価証券とみなさ

れるもの)については、組合等の財産

の持分相当額を有価証券として計上

し、組合等の営業により獲得した損益

の持分相当額を損益として計上してお

ります。 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2)その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

 なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資(証券取引法

第２条第２項により有価証券とみなさ

れるもの)については、組合等の財産

の持分相当額を有価証券として計上

し、組合等の営業により獲得した損益

の持分相当額を損益として計上してお

ります。 

(2)その他有価証券 

同左 

  

２．デリバティブ等の評価基準 

及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法 

デリバティブ 

同左 

３．固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産 

 定率法を採用しております(但し、

平成10年４月１日以降に取得した建物

(附属設備を含む)は定額法によってお

ります)。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物         ５～10年 

構築物        10～50年 

工具、器具及び備品  ５～15年 

(1)有形固定資産 

同左 

  

  (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

(2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づいております。  

４．外貨建の資産及び負債の 

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

 



項目 
第４期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 貸付金の貸倒損失に備えるため、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額の当事業年度負担額

を計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

  (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしてお

ります。 

(3)退職給付引当金 

同左 

  (4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支給に充てるた

め、内規に基づく当事業年度末要支給

額を計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしておりますので、特例処

理を採用しております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）   （ヘッジ対象） 

金利スワップ   借入金の利息 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3)ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッ

ジ対象の変動額の累計額を比較して有

効性を判定することとしております。 

 ただし、金利スワップの特例処理の

要件を満たしているものについては、

有効性の評価を省略しております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

項目 
第４期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

８．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

―――――――――― 

  

 ―――――――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は4,818,269

千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表） 

  前事業年度まで投資その他の資産の「その他」に含め

て表示しておりました「関係会社長期貸付金」は、当事

業年度において、資産の総額の100分の１を超えたため

区分掲記いたしました。 

 なお、前事業年度末の「関係会社長期貸付金」は

5,369千円であります。 

（貸借対照表） 

  前事業年度まで区分掲記しておりました「未収入金」

は、継続的に資産総額に占める金額の重要性が低いた

め、当事業年度において、「流動資産」の「その他」に

含めて表示しております。 

 なお、当事業年度末の「未収入金」は1,754千円であ

ります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

第４期 
（平成18年３月31日） 

第５期 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      72,283（千円） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

            93,376（千円） 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式        410,000株

発行済株式総数 普通株式     109,352株

※２      ――――――――――  

※３ 関係会社との取引に基づいて発生した債務が次のと

おり含まれております。 

預り金  5,024,643（千円）

※３ 関係会社との取引に基づいて発生した債務が次のと

おり含まれております。 

預り金 4,546,680（千円）

 ４ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は6,465千円で

あります。 

 ４      ――――――――――  

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

営業収益（子会社配当金）    810,800（千円）

営業収益（経営管理料）  1,008,000 

営業外収益（受取利息）     12,214 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

営業収益（子会社配当金） 820,000（千円）

営業収益（経営管理料） 1,172,603 

営業外収益（受取利息）   28,413 

営業外費用（支払利息） 8,088 

※２ 販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次のと

おりであります。なお、全額が一般管理費に属するも

のであります。 

広告宣伝費   154,604（千円）

役員報酬 217,762 

従業員給与賞与 35,540 

賞与引当金繰入額 3,640 

顧問等手数料 53,697 

減価償却費 30,860 

退職給付費用 1,266 

役員退職慰労引当金繰入額 30,869 

管理業務委託料 50,421 

※２ 販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次のと

おりであります。なお、全額が一般管理費に属するも

のであります。 

広告宣伝費 431,136（千円）

役員報酬 207,063 

従業員給与賞与 67,291 

賞与引当金繰入額 2,833 

顧問等手数料 57,969 

減価償却費 27,143 

退職給付費用 891 

役員退職慰労引当金繰入額 29,708 

管理業務委託料 59,833 

※３ 固定資産除却損の内容 

撤去費用等 232 （千円）

※３      ――――――――――  

※４ 関係会社貸付金に対する貸倒引当金繰入額でありま

す。 

※４      ――――――――――  



（株主資本等変動計算書関係） 

第５期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

工具、器具 
及び備品 

1,019 165 853

合計 1,019 165 853

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

工具、器具 
及び備品 

1,019 476 542

合計 1,019 476 542

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 297千円

１年超 570千円

合計   868千円

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内    318千円

１年超 252千円

合計      570千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料      185千円

減価償却費相当額      165千円

支払利息相当額       34千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料         347千円

減価償却費相当額         310千円

支払利息相当額         49千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との 

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について 

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内      128千円

１年超      ―千円

合計      128千円

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内     1,948千円

１年超  3,606千円

合計     5,554千円

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

 （減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

 第４期（平成18年３月31日）及び第５期（平成19年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

（税効果会計関係） 

第４期 
（平成18年３月31日） 

第５期 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含

まれております。 

繰延税金資産 （千円）

未払事業税否認額 6,123 

賞与引当金 1,492 

貸倒引当金繰入超過額 2,408 

投資有価証券評価損否認額 5,055 

関係会社株式評価損否認額 4,842 

役員退職慰労引当金 48,047 

退職給付引当金 846 

その他 185 

繰延税金資産合計 69,000 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △4,492 

株式移転受入等 △350,231 

繰延税金負債合計 △354,724 

繰延税金負債の純額 △285,723 

流動資産－繰延税金資産 7,801 

固定負債－繰延税金負債 △293,525 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含

まれております。 

繰延税金資産 （千円）

未払事業税否認額 893 

賞与引当金 1,161 

貸倒引当金繰入超過額 2,420 

投資有価証券評価損否認額 5,450 

関係会社株式評価損否認額 90,942 

役員退職慰労引当金 57,772 

退職給付引当金 797 

その他 146 

繰延税金資産小計 159,584 

評価性引当額 △97,336 

繰延税金資産合計 62,247 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △1,664 

株式移転受入等 △350,231 

繰延税金負債合計 △351,896 

繰延税金負債の純額 △289,649 

流動資産－繰延税金資産 2,201 

固定負債－繰延税金負債 △291,851 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

法定実効税率 41.0（％）

（調整）     

受取配当金の益金不算入 △33.5   

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.4 

  

住民税均等割 0.1   

その他 △0.1   

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
7.9 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

法定実効税率 41.0（％）

（調整）     

受取配当金の益金不算入 △47.7   

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.5 

  

住民税均等割 0.1   

留保金課税 4.3   

評価性引当額 13.9   

その他 △0.1   

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
12.0 

  



（１株当たり情報） 

(注)１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額   40,886円38銭

１株当たり当期純利益金額    8,389円87銭

１株当たり純資産額 43,938円26銭

１株当たり当期純利益金額  5,632円23銭

 当社は、平成17年９月20日付で株式１株につき２株の

割合で株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりであります。 

潜在株式調整後         

１株当たり当期純利益金額 
  8,304円21銭

前事業年度 

１株当たり純資産額  35,035円05銭 

１株当たり当期純利益金額 8,738円54銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
8,624円49銭 

潜在株式調整後         

１株当たり当期純利益金額 
  5,605円82銭

  
第４期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 913,413 617,010 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 913,413 617,010 

期中平均株式数（株） 108,871 109,550 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加数（株） 1,123 516 

（うち新株予約権） 1,123 516 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【有形固定資産等明細表】 

【引当金明細表】 

 (注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、貸倒懸念債権等特定の債権に対する洗替額であります。 

      【株式】  

 投資有価証券 
 その他 

有価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

 ㈱ディアールエムソリューションズ 200 305 

 ㈱フォー・リンク・システムズ 375 30,000 

 ラティス・テクノロジー㈱ 450 225,000 

計 1,025 255,305 

      【その他】  

 投資有価証券 
 その他 

有価証券 

銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

 バイオ・サイト・インキュベーション 

 一号投資事業有限責任組合 
10 84,724 

 バイオ・サイト・インキュベーション 

 二号投資事業有限責任組合 
10 67,007 

計 20 151,732 

資産の種類 前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末 
残高(千円) 

有形固定資産              

建物 2,210 4,740 ― 6,950 971 778 5,978

構築物 165,343 ― ― 165,343 89,140 19,423 76,203

工具、器具及び備品 4,723 2,779 ― 7,502 3,264 890 4,237

有形固定資産計 172,276 7,519 ― 179,795 93,376 21,092 86,419

無形固定資産              

借地権 19,500 ― ― 19,500 ― ― 19,500

商標権 58,514 1,522 ― 60,037 19,953 5,940 40,083

ソフトウェア ― 3,304 ― 3,304 110 110 3,193

無形固定資産計 78,014 4,826 ― 82,841 20,063 6,050 62,777

長期前払費用 3,653 249 ― 3,902 3,697 122 205

繰延資産              

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 5,873 5,902 ― 5,873 5,902 

賞与引当金 3,640 2,833 3,640 ― 2,833 

役員退職慰労引当金 117,188 29,708 5,989 ― 140,907 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 関係会社株式 

③ その他の関係会社有価証券 

④ 関係会社長期貸付金 

区分 金額（千円） 

当座預金 2,048,528 

普通預金 3,812,103 

合計 5,860,632 

相手先 金額（千円） 

ヒューマンリソシア㈱ 917,874 

ヒューマンアカデミー㈱ 851,514 

㈱ダイジョブ 385,200 

ヒューマンビジネスサービス㈱ 224,476 

ダッシングディバインターナショナル㈱ 200,000 

ライフエンタテイメント㈱ 60,000 

ヒューマックス㈱ 42,000 

上海修曼人才有限公司 0 

合計 2,681,064 

相手先 金額（千円） 

ＨＧ第一号投資事業有限責任組合 615,048 

合計 615,048 

相手先 金額（千円） 

ヒューマンリソシア㈱ 460,000 

ヒューマンアカデミー㈱ 320,000 

ヒューマンビジネスサービス㈱ 250,800 

ヒューマンスポーツエンタテインメント㈱ 200,000 

上海修曼人才有限公司  5,902 

合計 1,236,702 



⑤ １年以内返済予定長期借入金 

⑥ 預り金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 220,000 

㈱三井住友銀行 200,000 

㈱みずほ銀行 99,600 

㈱東京都民銀行 83,600 

㈱みなと銀行  33,600 

商工組合中央金庫 33,600 

合計 670,400 

相手先 金額（千円） 

ヒューマンアカデミー㈱ 2,444,389 

ヒューマンリソシア㈱ 1,561,038 

ヒューマンビジネスサービス㈱ 349,676 

ヒューマンスポーツエンタテインメント㈱ 130,502 

㈱ダイジョブ 40,127 

ダッシングディバインターナショナル㈱ 20,944 

その他 7,103 

合計 4,553,783 

      ⑦ 長期借入金  

相手先 金額（千円） 

 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 270,000 

 ㈱三井住友銀行 250,000 

 ㈱みずほ銀行 106,600 

 ㈱東京都民銀行 102,200 

 ㈱みなと銀行 49,600 

 商工組合中央金庫 27,200 

合計 805,600 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券及び1,000株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  ─ 

 取扱場所  ─ 

 株主名簿管理人  ─ 

 取次所  ─ 

 買取手数料  ─ 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載 

株主に対する特典 

 １．対象株主 

当社決算期末の３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録

されている１株以上保有の株主様が対象であります。 

 ２．株主優待の内容（下記の３つのうちから１つ選択） 

(1) bjリーグ 大阪エヴェッサ ホームゲームチケット２枚 

（bjリーグとは、平成17年より始まった日本初のプロバスケットボールリ

ーグで、大阪エヴェッサは当社子会社のヒューマンスポーツエンタテイン

メント株式会社が運営しているチームであります。） 

(2)ネイルケアセット 

海外のネイルブランド「DASHING DIVA」を取扱う当社子会社のダッシング

ディバインターナショナル株式会社が提供するオリジナルネイルケアセッ

トであります。 

(3)通信講座購入割引券 

当社子会社のヒューマンアカデミー株式会社の通信講座の割引でありま

す。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第４期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

（第５期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月25日関東財務局長に提出 

(2）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自平成19年３月１日 至平成19年３月31日）平成19年４月10日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成19年４月１日 至平成19年４月30日）平成19年５月１日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成19年５月１日 至平成19年５月31日）平成19年６月１日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

  平成18年６月29日

ヒューマンホールディングス株式会社 

  取締役会 御中 

  新日本監査法人

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 中川 一之  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 小川 佳男  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 佐藤 陽子  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているヒュー

マンホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ヒュ

ーマンホールディングス株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

  平成19年６月28日

ヒューマンホールディングス株式会社 

  取締役会 御中 

  新日本監査法人

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 中川 一之  印  

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 小川 佳男  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 佐藤 陽子  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているヒュー

マンホールディングス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ヒュ

ーマンホールディングス株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

  平成18年６月29日

ヒューマンホールディングス株式会社 

  取締役会 御中 

  新日本監査法人

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 中川 一之  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 小川 佳男  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 佐藤 陽子  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているヒュー

マンホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ヒューマ

ンホールディングス株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

  平成19年６月28日

ヒューマンホールディングス株式会社 

  取締役会 御中 

  新日本監査法人

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 中川 一之  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 小川 佳男  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 佐藤 陽子  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているヒュー

マンホールディングス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ヒューマ

ンホールディングス株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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